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■ i-Constructionの推進 ～建設現場の生産性向上～

○平成28年9⽉12⽇の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業⾰命による『建設現場の⽣産性⾰命』に向
け、建設現場の⽣産性を2025年度までに2割向上を⽬指す⽅針が⽰された。

○この⽬標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共⼯事の現場で、測量にドローン等を投⼊し、施⼯、検査
に⾄る建設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設⼿法を導⼊。

○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な⼈材を呼び込むことで⼈⼿不⾜も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅⼒ある現場に劇的に改善。

【生産性向上イメージ】

【ＩＣＴの土工への活用イメージ】
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○Society5.0において、測量から設計、施⼯、維持管理に⾄る建設プロセ
ス全体を3次元データで繋ぎ、新技術、新⼯法、新材料の導⼊、利活⽤を
加速化するとともに、国際標準化の動きと連携
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■ i-Constructionのトップランナー施策

ICTの全面的な活用
（ICT土工）

施工時期の平準化

○ 公共工事は第1四半期(4～6月)に工事量が少なく、
偏りが激しい。

○ 限られた人材を効率的に活用するため、施工時
期を平準化し、年間を通して工事量を安定化する。

平準化

○現場毎の一品生産、部分別最適設計であり、工期や品
質の面で優位な技術を採用することが困難。

○設計、発注、材料の調達、加工、組立等の一連の生産
工程や、維持管理を含めたプロセス全体の最適化が図
られるよう、全体最適の考え方を導入し、サプライチェー
ンの効率化、生産性向上を目指す。

○部材の規格（サイズ等）の標準化により、プレキャスト製
品やプレハブ鉄筋などの工場製作化を進め、コスト削減、
生産性の向上を目指す。

プレキャストの進化

©大林組

©三井住友建設

（例）定型部材を組み合わせた施工

（例）鉄筋のプレハブ化、埋設型枠の活用現場打ちの効率化

全体最適の導入
（コンクリート工の規格の標準化等）

クレーンで設置 中詰めコン打設

クレーンで設置

○調査・測量、設計、施工、検査等のあらゆる建設生産
プロセスにおいてICTを全面的に活用。

○３次元データを活用するための１５の新基準や積算
基準を整備。

○国の大規模土工は、発注者の指定でICTを活用。中
小規模土工についても、受注者の希望でICT土工を
実施可能。

○全てのICT土工で、必要な費用の計上、工事成績評
点で加点評価。

ドローン等を活用し、
調査日数を削減

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のICT化を実現。

３次元測量点群データと設計
図面との差分から、施工量を
自動算出

【建設現場におけるICT活用事例】
規格の標準化 全体最適設計 工程改善

コンクリート工の生産性向上のための３要素

《3次元測量》

《ICT建機による施工》

《3次元データ設計図》

出典：建設総合統計より算出
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① ② ③

 適切な工期設定や設計変更の徹底
 国債や明許繰越の積極的活用
 地方公共団体へのノウハウ提供
 改正品確法の成立

 ICT工種の順次拡大
 基準類の整備
 審査時や検査時の評点評価

 ｢機械式鉄筋定着工法・接手工法｣
 「流動性を高めた現場打ちコンクリート

の活用に関するガイドライン」
 土木構造物設計ガイドラインの制定



① 中部地方整備局のＩＣＴ活用工事の工種拡大状況

（H28年度）
【元 年】

（H29年度）
【前進の年】

（H30年度）
【深化の年】

◇i-Constructionの取り組み開始（ＩＣＴの全面活用）

令和２年度
（H31年度）
【貫徹の年】

作業土工（床堀）

ＩＣＴ土工

ＩＣＴ土工（床堀）

ＩＣＴ土工（軟岩）

ＩＣＴ浚渫工（港湾）

ＩＣＴ舗装工（Ａｓ）

ＩＣＴ舗装工（Ｃｏ）

ＩＣＴ河川浚渫

砂防（土工）ＩＣＴ砂防

ＩＣＴ法面工（吹付工）

ＩＣＴ地盤改良工（浅層・中層）

ＩＣＴ付帯構造物設置工

ＩＣＴ土工（河床掘削）

ＩＣＴ河道しゅんせつ工

補強土壁（盛土）

ＩＣＴ法面工（現場吹付法枠工他）

ＩＣＴ地盤改良工（深層）

ＩＣＴ舗装工（修繕工）

令和２年度 新規施策（全国）

【凡 例】

中部地整 独自施策

土 工

浚 渫

舗 装

法 面

地盤改良

付帯構造物 4

中 部 地 ⽅ 整 備 局
資料1-2
P2～P9
P30～40



 ⼯事の⼤部分でICTを活⽤する『ICT-Full活⽤⼯事』を実施
 ⼯事現場で施⼯される⼯種の⼤部分でICTを活⽤するため、⼯事全体の3D設計

データを作成し、施⼯・出来形管理を3Dデータで実施

ICT-Full活⽤⼯事
〜道路改良⼯事の例〜

ICT-Full活⽤⼯事
〜河川改修⼯事の例〜

① 『ICT-Full活用工事』について

※ ICT-Full活⽤⼯事の定義︓複数の⼯種でＩＣＴを活⽤した⼯事
5

中 部 地 ⽅ 整 備 局
資料1-2
P2～P9
P30～40



① 生産性革命のエンジン、ＢＩＭ/ＣＩＭ

○BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）とは、
計画・調査・設計段階から３次元モデルを導⼊し、その後の施⼯、維持管理の各段階にお
いても、情報を充実させながらこれを活⽤し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報
を共有することにより、⼀連の建設⽣産・管理システムにおける品質確保と共に受発注者
双⽅の業務効率化・⾼度化を図るもの

３Ｄモデル

属性情報

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）・干渉チェック、設計ミスの削減

・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）
との連動

・施工情報（位置、規格、出
来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方が
効率的なデータは概略とす
る）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
【得られる効果】

・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）
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② 全体最適の導入（コンクリート工の規格標準化等）
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平成30年度までにガイドラインの改定を実施し、新技術採用やプレキャスト製品活用を示した

資料1-2
P91～P92



③ 施工時期の平準化
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資料1-2
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

中部地方整備局の活動方針（案）
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【ICT】 地方自治体（市町）への裾野の拡大
【課題１】 ＩＣＴ施⼯新規参⼊企業数が減少傾向
→平成２８年度からＩＣＴ⼟⼯の実績がある企業の普及率は、平成２９年度末５３％、平成３０年度末で
６２％（＋９point）、令和元年度末で６９％（＋７point）と普及が進み、ＩＣＴ新規参⼊企業が頭打ち
になりつつある事から、新規参⼊企業を増やす必要がある。

【活動⽅針】ＩＣＴ施⼯初⼼者（企業）に対する啓発活動の強化
→ＩＣＴ施⼯初⼼者（企業）にＩＣＴ施⼯の魅⼒・メリット（⽣産性向上、３Ｄ設計データを⽤いた建設⼿法
等）をPRする研修を実施し、ＩＣＴ施⼯の取り組みを再強化する。（ＩＣＴアドバイザー制度を活⽤。）
・ 地⽅⾃治体（市町）等における「ＩＣＴ活⽤⼯事」の裾野拡⼤（普及）に取り組む。

→過去の発注⼯事から、ＩＣＴ活⽤⼯事を選択しなかった、出来なかった理由や、ＩＣＴ施⼯による⽣産性向上
が⾒込めない施⼯条件があればそれを整理し、ＩＣＴ施⼯に対する課題を再整理する。

中 部 地 ⽅ 整 備 局
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■中部地整の一般土木ＣランクのＩＣＴ（土工）普及率の推移
［企業数］

※１：平成２８年度から平成２９年度末時点・平成３０年度末時点・令和元年度末時点までの工事を対象。
※２：ＩＣＴ（土工）受注者数・全工事受注者数ともに重複する受注者は除く。
※３：ＩＣＴ（土工）受注者数の５県以外のその他の都道府県は除く。

■中部地整の一般土木のランク別ＩＣＴ（土工）企業数と回数

+9point

+7point

中部地整発注⼯事にお
いては、地⽅⾃治体で
活躍する地元企業の
ICT施⼯の受注機会が
少ない

資料1-2
P23～P24



【ICT】 ３Ｄデータに精通した技術者の育成

【課題２】 ICT施⼯（３Ｄ設計）に対応できる技術者が不⾜
→技術者（受注者）が、ＩＣＴ施⼯（３Ｄ設計）に対する⼿引きやガイドブックが理解できず、発注者からの要
求（質問等）に答えられない。３Ｄ設計データでは完成形をイメージする事ができず、従来施⼯を選択する技術
者（中⼩建設業者）が未だに多い。
→ICT施⼯（３Ｄ設計）に関する技術は⽇進⽉歩である為、技術者（受・発注者）は常にスキルアップが必要。

【活動⽅針】 ICT施⼯（３Ｄ設計）に精通した技術者（受注者）の育成を強化
→３Ｄ設計データを活⽤したICT施⼯による⼯事発注及び維持管理の⾯においても３Ｄ設計データの活⽤がこれか
ら求められる事から、３Ｄ設計に精通した技術者（受・発注者）を育成する研修を強化する。（ＩＣＴアドバイ
ザー制度を活⽤）
・ 発注機関の技術者を「⾏政アドバイザー」として育成する事を⽬指す。

中 部 地 ⽅ 整 備 局
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資料1-2
P11～P20
P98～106



【ICT】 【BIM/CIM】次工程で利用される３次元モデルの作成

【課題３】 ３Ｄデータが施⼯・維持管理段階で活⽤出来ていない
→設計段階で作成された３Ｄ設計データが、ICT施⼯で利⽤できておらず、フロントローディングになっていない。
→ＩＣＴ施⼯で作成された３Ｄデータが、その後の維持管理や点検のデータとして活かされていない。

【活動⽅針】 ＩＣＴ施⼯おける３Ｄ設計データの設計段階および管理段階との連携
→設計段階の３Ｄ設計データをＩＣＴ施⼯でスムーズに活⽤できるかを検証する。
→３Ｄデータを維持管理や施設点検等で活⽤するための⽅法を検討する。

中 部 地 ⽅ 整 備 局
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属性情報が施設管理時に
活用出来るか未定施工時の干渉チェックに利用したが、

維持管理での活用方法が未定

下部工３Dモデルに強度
試験の属性情報を付加

資料1-2
P64～P72



【課題４】 ３次元モデルを作成することが主眼となり活⽤効果が⾒えない。
→発注者・受注者ともモデルの利⽤⽬的を明確に出来ていない。
→⼿間や費⽤が掛かっているが、利⽤が業務⼯事の限定的内容にとどまっている。

【活動⽅針】 活⽤効果や利⽤⽬的を明確に指導できる⼈材の育成
→中部技術事務所にBIM/CIM⼈材育成センターを設置
→BIM/CIM活⽤業務、⼯事の事例を収集して各段階における好事例を公表

中 部 地 ⽅ 整 備 局
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河川の土工掘削数量算出に３Dモデル使用

鉄筋のモデル化は
多大な手間と
費用が必要。

干渉チェックで利用

【BIM/CIM】効果的な活用がイメージできる人材の育成
資料1-2
P64～P72



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

i-Construction中部ブロック推進本部
【資料編】

資料１－２

中部地方整備局 http://www.cbr.mlit.go.jp/construction.html



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地⽅整備局
1

ＩＣＴ施工における最新の動向

i-Construction中部ブロック推進本部 資料
【ＩＣＴ施工編】

ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
（令和２年３月）



平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
(予定）

i-Constructionに関する工種拡大(案)

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫工（港湾）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT付帯構造物設置工

○主要工種から順次、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充。

ICT基礎工・ブロック据付工

ICT法面工（吹付工）

ICT地盤改良工（深層）

ICT法面工（吹付法枠工）

ICT舗装工（修繕工）

民間等の要望を踏まえた
基準の策定・改定

（港湾）

ICT構造物工

ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
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ＩＣＴ地盤改良工（深層混合処理工）

ICT活用工種の拡大 ICT地盤改良工（深層混合処理工）

施
工
基
面
整
正

撹
拌
装
置
移
動

改
良
長
管
理

出
来
形
管
理

〇改良位置出しに衛星測位を用いた誘導システムを活用

杭
芯
位
置
出
し

撹
拌
装
置
誘
導

ス
ラ
リ
ー
撹
拌

写
真
管
理等

管
理

ス
ラ
リ
ー
流
量

杭芯位置管理表

Ａパターン Ｂパターン

No.3 No.4 No.5

A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A9 A10 A11

1

2

3

4

5

6

7

8

9

施工履歴データ
を活用し、設計
改良長を満足す
る改良体を自動
的に着色

全体改良範囲図

〇施工履歴データを活用し出来形管理資料を自動作成

杭番号 Δx Δy 基準髙

No.3-1 ○.○○
cm

○.○○
cm

+2cm

No.3-2 ○.○○
cm

○.○○
cm

+1cm

No.3-3 ○.○○
cm

○.○○
cm

+2cm

No.3-4 ○.○○
cm

○.○○
cm

+3cm

施
工
用
デ
ー
タ

【ICT地盤改良工（深層混合処理工）】

・スラリー撹拌工施工時の杭芯位置だし・撹拌装置誘導に3Ｄ設計データと衛星測位を用いることで
改良位置の目印設置作業・誘導作業が不要

・施工履歴データを用いた出来形管理により、改良位置及び改良深さを記録、基準高・杭間距離の
計測で行われていた掘り起こしを省略

・出来形に関する写真管理を一部省略 注）改良全長を対象としたコア採取は従前同様必要

品
質
管
理

改良位置までの
前後・左右方向
の距離を表示

従来：
改良位置
目印設置

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
施工履歴データを用いた出来形管理要領（案）（固結工（スラリー撹拌工）編） （仮称）

※フローで囲みがないものは従来手法を想定、

契

約

ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
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ＩＣＴ法面工（吹付法枠工）

ICT活用工種の拡大 ICT法面工（吹付法枠工）

事
前
測
量
実
施

契

約

法
面
清
掃

面
積
確
認

割
付
け
図
作
成

契
約
照
査

割
付
の
現
場
設
置

【ICT法面（吹付法枠工）】

・現況測量・出来形管理にＵＡＶ・ＴＬＳ・ＴＳ（ノンプリ）等を用いることで、斜面上での計測作業を削減
・斜面の複雑な凹凸を面的に計測することで、計測作業を効率化
・出来形・出来高を点群等電子データを利用してデスクトップ上で安全・迅速に実施

〇起工計測にﾚｰｻﾞｽｷｬﾅやUAV等を活用
〇３Ｄ計測データを用いた施工数量（面積）変更

・斜面上の計測員不要
・短時間での作業
・自然法面の複雑な凹凸でも正確に計測できる

〇出来形・出来高計測はﾚｰｻﾞｽｷｬﾅやUAV、ノンプリＴＳの他画像記録
についても活用

〇計測データを活用して、デスクトップ上で計測を実施

網
・
鉄
筋
配
置

吹

付

け

出
来
形
管
理

出
来
高
管
理

出
来
形
検
査

従来:凸凹の頂点間を
テープ測量

清掃後の法面をTLS・
UAVにより遠隔測量

1508mm

1
5
1
5
m

m

従来(ﾃｰﾌﾟ測量) TLS・UAVで点群測量 PC上で寸法計測

※フローで囲みがないものは従来手法を想定

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い改定した基準
３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案） →吹付法枠工を追加

ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
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切削オーバーレイ工

ICT活用工種の拡大 ICT舗装工（修繕工）

事
前
測
量
実
施

契

約

プ
ラ
イ
ム
コ
ー
ト

数
量
変
更

路
面
切
削

廃
材
搬
出

出
来
形
管
理

契
約
図
面
照
査

合
材
敷
均
し

締

固

め

出
来
形
・

品
質
管
理

【ICT舗装工（修繕工）】

・施工前の現況測量にＩＣＴを活用することにより、車道の交通規制を削減することが可能
・切削深さの出来形管理に施工履歴データの活用を選択肢として追加
・ＩＣＴ建設機械について活用を必須要件としないが活用によりインセンティブ付与

〇起工計測にTSノンプリやﾚｰｻﾞ
ｽｷｬﾅ・等を活用

〇３Ｄ計測を用いた施工数量変更

従来
ﾚﾍﾞﾙ測量

・交通規制削減
・短時間での作業

〇路面切削の施工管理において履歴データ(機械位置と切削刃先の位置或
いは施工指示値を活用）を選択肢として導入

※フローで囲みがないものは従来手法を想定、 点線の部分のＩＣＴ活用は選択による

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
施工履歴データを用いた出来形管理要領（案）（路面切削工編） （仮称）

ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
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第１章 概説

１．はじめに

２．目的

３．本要領の構成

４．適用範囲と利用上の注意点

５．用語の解説

第２章 マルチビームを用いた

起工測量によるデータ取得

第３章 ３次元設計データの作成

第４章 基礎捨石工 数量算出要領

１．数量算出項目

２．数量算出方法

３．電子成果品の作成規定

■ ３次元ＣＡＤソフト等を用いた数量算出方法

①ＴＩＮ分割等を用いて求積する方法
②プリズモイダル法

■ 基礎捨石算出箇所表示図（俯瞰図）

• 設計時中心線形・横断線形モデル

• 現況海底地形ＴＩＮモデル

• 上記モデルから「ＴＩＮ分割等を用いて
求積する方法」により基礎捨石量計算

• 基礎捨石量計算箇所表示図(俯瞰図）
（ＰＤＦまたは、ビュワー付き３次元デー
タ）を作成

基礎捨石算出箇所表示図のイメージ

ＩＣＴ活用工種の拡大（ICT基礎工）

 取得点密度は、1.0m平面格子
内での中央値を使用

 基礎捨石投入量は、純数量を
対象とする。

 基礎捨石の余盛厚は、地盤条
件及び実績より別途考慮する。

 基礎捨石投入量は、作業船，
作業内容が異なる毎に区分し
算出する。

 ３次元設計モデルの作成について、BIM/CIMを推進し、
設計段階における３次元設計モデルの作成を図って
いく必要がある。

 マルチビーム取得データの解析について 効率的な
データ解析作業（ノイズ処理作業）の検討を推進し、作
業時間の短縮を図っていく必要がある。

※試行工事の実施にあたっての課題

・ 基礎捨石工におけるマルチビームによるICT起工測量及び３次元データによる数量算出ため、
『３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（基礎工編）』 を新たに策定。

ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
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■ データ管理

■ 計測基準 測地系： 世界測地系（測地成果2011）

基準面： 港湾管理用基準面(C.D.L)

第１章 概説
１．はじめに
２．目的
３．本マニュアルの構成
４．適用範囲と利用上の注意点

第２章 ICT機器を用いた計測※

１．作業工程
２．計測計画・準備
３．機器の装備・設置およびテスト
４．計測基準
５．検測・精度管理
６．データ解析
７．データ管理
８．計測における留意事項

第３章 ３次元形状モデルの作成

※ 陸上部（消波ブロック）のブロック据付形状の計測方法につ

いては、国土交通省における『「ICTの全面的活用」を実施

する上での技術基準類』を準用できる。ただし、取得点密度

に関係する事項を除くものとする。

 ブロック据付工の据付状況の把握には、ICT機器を用いた計測による
全取得データを使用。

 取得点密度は、対象区域の全域に1.0m平面格子をかけ、その総平面
格子数において25点以上の取得点密度が担保されていること。

■ ３次元形状モデル

本マニュアルで定める測量方法は、ブロック据付工の出来形確認に使用
することを目的とするのではなく、完成後の維持管理のための完成形状を
把握するためのデータを取得することを目的とする。

■ 目的

 工事完成時に工事範
囲およびその周辺区域
において、ICT機器を用
いた測量を実施し、３次
元形状モデルを構築。

 設計データの３次元表
示として、完成時の３次
元形状モデルの俯瞰図
（ＰＤＦまたは、ビュワー
付き３次元データ）を３
次元モデルから作成。

３次元形状モデル（俯瞰図）のイメージ

・ 維持管理に必要となる構造物の完成形状を把握するため、ICT測量及び３次元モデル作成に必要
な『ＩＣＴ機器を用いた測量マニュアル(ブロック据付工編)』 を新たに策定。

ＩＣＴ活用工種の拡大（ICTブロック据付工）
ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
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産学官連携による基準作成の取組
提案から策定・改定までのフロー

提案募集

国土交通省 提案者

募集要領作成

策定・改定対象確認

（必要に応じて、対象
の絞り込み）

提案された基準類の検証

基準類の策定・改正案
作成

確認

通知

ＩＣＴ導入協議会の
構成団体・機関※

基準類の提案
概要書

基準類の検討

ICT導入協議会
基準WG

※学からの提案に
ついては構成団
体・機関を通じて
提案

○提案・要望受付
・ヒアリング
・策定・改定対象の選定

・策定時期及び新規策定、
改定等取組

基準類素案の提案

民間等の要望を踏まえた基準の策定・改定
ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
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業団体の意見・要望と対応状況

意見・要望項目 対 応

１ ICT施工に関わる人材育成について※ １．全国にて、施工者、発注者（直轄及び地方公共団体）を対象に講習会、見
学会、シンポジウム等の開催を実施し、継続する

２．地方公共団体と地方整備局にて連携しICT活用の知見を共有する場の設
置を推進し指導・助言が行える人材・組織の育成を開始する

３．ICT活用の事例集を作成、継続して情報共有を行う

２ ICT施工に資する監督・検査の合理化 １．遠隔による立会・監督を推進する試行要領を通知
２．空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領において納品画像

データの軽減を実施

３ 中小企業、自治体への支援､情報提供 ※人材育成への対応と同様

４ 積算、経費について １．ICT活用工事において活用段階毎の経費計上を実施する
２．３Ｄ出来形計測に対応し、共通仮設費・現場管理費に補正率を新設
３．小規模土工における見積もり活用を可能とする

５ ICT活用に関する補助・助成の拡充 １．補助金、税制優遇に関する情報提供を継続する

６ ICT活用効果へのインセンティブ １．中小規模工事において、部分的な活用についてもＩＣＴ活用として評価を実
施する

２．現場条件を踏まえ、ＴＳを用いた断面管理についても選択可能とする

７ ３次元設計データに関する意見 １．実施要領において発注時のCADデータ提供範囲について注意喚起

８ 要領等の「カイゼン」意見 １．「カイゼン」意見を踏まえた基準類の改定検討を継続
対応 ・納品画像データの軽減

・事前精度確認期間の改定
検討継続 ・施工履歴データの活用拡大

・要領の簡素化

ＩＣＴ導入協議会 第10回会議資料 抜粋
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地⽅整備局

中部地方のi-Construction推進体制（再編）について

i-Construction中部ブロック推進本部 資料
【ＩＣＴ施工編】

中部i-Construction研究会（仮称）の設立

10



○中部地方整備局におけるi-Constructionへの推進体制は、「i-Construction中部ブロック推進本部」

が全体を総括し、「建設ＩＣＴ導入普及研究会」、「中部ブロック発注者協議会」、「中部圏インフラ用ロ
ボットコンソーシアム」の研究会等組織により運営が行われている。

■ i-Construction推進体制（現況） 中部地方整備局

i-Construction中部ブロック推進本部
設立：平成２８年２月
本部長：中部地方整備局長
事務局：企画部技術管理課
構成員：国、県、政令市等発注機関、建設等業団体

建設ＩＣＴ導入普及研究会
設立：平成２０年１１月
会長：中部地方整備局長
事務局：企画部施工企画課
会員：建設･ｺﾝｻﾙ･開発企業等約400社

中部圏インフラ用
ロボットコンソーシアム

設立：平成２７年４月
代表：名城大学 福田教授
事務局：日本建設機械施工協会中部支部
会員：建設･ｺﾝｻﾙ･開発企業等約100社

中部ブロック発注者協議会
設立：平成２０年１１月
会長：中部地方整備局長
事務局：企画部技術管理課
構成員：国、県、政令市等発注機関

全体を総括

産

官

産官

ＩＣＴアドバイザー

問題点や課題
を共有

協力・助言

官 学

産 官学 11



■ i-Construction推進体制 中部地方整備局

組織名 活動内容 構成員 代表者・事務局等

建設ＩＣＴ
導入普及研究会

設立：平成２０年１１月

（１）プロジェクト会員

１）技術普及チーム：建設ＩＣＴの普及、技術者の育
成、広報に関すること

２）現場支援チーム：施工現場等における技術的
指導、現場検証に関すること

３）技術研究チーム：・建設ＩＣＴに関わる各種基準・
要領等の構築研究、情報化施工技術の活用研
究に関すること、現場等から抽出された技術的課
題への対応検討に関すること

（２）サテライト会員
１）現場見学会、講習会、研修会等への参加
２）建設ＩＣＴに関する意見照会等に参加

会員数：約４００者

〇マネジメント委員
・名古屋工業大学名誉教授
・名城大学名誉教授
・大臣官房技術調査課
・総合政策局公共事業企画調整課
・国土技術政策総合研究所
・（独）土木研究所
・（財）日本建設情報総合センター
・（一社）日本建設機械施工協会

〇プロジェクト会員
・建設、ｺﾝｻﾙ、開発企業等

〇サテライト会員
・建設、ｺﾝｻﾙ、開発企業等

会長：中部地方整備局長
副会長：中部地整 企画部長

事務局：企画部施工企画課

中部圏ｲﾝﾌﾗ用
ﾛﾎﾞｯﾄｺﾝｿｰｼｱﾑ

設立：平成２７年４月

（１）産学官連携による現場ニーズとシーズとの情報
交換
（２）ロボット機械産業と建設産業との交流支援
（３）ロボット関連技術等の講習会の開催
（４）ロボット関連情報の収集及び情報提供
（５）ロボットの現場検証の支援

会員数：約１００者
(うちICT導入普及研究会会員約50者)

〇運営委員
・名城大学、名古屋大学、大同大学教授
・あいちロボット産業クラスター推進協議会
・（一社）日本建設機械施工協会
・（一社）日本橋梁建設協会
・（一社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会

〇会員
・建設、ｺﾝｻﾙ、開発企業等

代表：名城大学 福田教授
副代表：名古屋大学 中村教授

事務局：（一社）日本建設機械施
工協会中部支部
（企画部施工企画課が支援）

【令和元年度の活動状況】
〇研究会第８回総会（5月､約130名）
〇i-Construction推進セミナー（10月､約220名）
○ＩＣＴ施工講習会（11月～12月､4県､約230名）
○学生のためのＩＣＴ講座（6校､約300名）
○ＩＣＴ総合サイト、ＩＣＴ通信による情報提供 等

【令和元年度の活動状況】
〇第７回ﾗｲﾌｶﾞｰﾄﾞTECへの出展（5月､4社）
〇ｲﾝﾌﾗﾛﾎﾞ通信による情報提供 等
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■ i-Construction推進体制における課題と方策 中部地方整備局

組織名 現状・課題

建設ＩＣＴ
導入普及研究会

設立：平成２０年１１月

【現状】
○直轄工事への建設ＩＣＴ普及の取り組みを主
○直轄工事におけるＩＣＴ活用工事は一定程度普及（件数ベースで７５％、企業数ベースで６７％の普及）
○プロジェクト会員中心から、ＩＣＴアドバイザーと連携した普及活動に移行
○中小企業においても高度な建設ＩＣＴ知識を持った技術者も多数存在
○本省施策として「地方公共団体へのＩＣＴ活用推進」が示された
【課題】
〇自治体発注工事、中小企業への建設ＩＣＴの導入はまだまだ進んでいない。

○プロジェクト会員（大企業）、マネジメント委員（官）からサテライト会員（中小企業）に技術を伝承するという概
念がなくなっている。
○本省施策として施工者、ICT機器メーカーや業団体等民間から新たな基準類の提案を受付・基準策定してお
り、マネジメント委員の役割も縮小している。
○中小企業、地方自治体、学生向けの講習会が増加しており、事務局のみでの活動には限界がある。

中部圏ｲﾝﾌﾗ用
ﾛﾎﾞｯﾄｺﾝｿｰｼｱﾑ

設立：平成２７年４月

【現状】

○道路トンネル・橋梁定期点検要領の改定により、点検支援技術を活用した点検が可能となる等、インフラロ
ボットの活用が実用段階に達しつつある。
○当初の目的の一つであった現場検証の支援が終了
○点検支援技術（ｲﾝﾌﾗ用ﾛﾎﾞｯﾄ）がi-Constructionの一つとして位置づけられた。

○直轄事業と併せて、地方公共団体へのi-Construction推進支援を行う。
○ＩＣＴアドバイザーが中心となり、中部地方におけるi-Constructionの更なる発展を目指す。
○導入普及研究会にロボットコンソーシアムを編入し、一体となった運営を行う。
○導入普及研究会のマネジメント委員・プロジェクト会員等を廃止し、フラットな組織とする。
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○中部地方整備局におけるi-Constructionの更なる推進のため、「建設ＩＣＴ導入普及研究会」と「中

部圏インフラ用ロボットコンソーシアム」を合併させ、豊富な経験と知識を持ったＩＣＴアドバイザが中
心となって運営を行う「中部 i-Construction研究会（仮称）」を新たに設立する。

■ i-Construction推進体制の再編（案） 中部地方整備局

設立：平成２０年１１月
会長：中部地方整備局長
事務局：企画部施工企画課
会員：建設･ｺﾝｻﾙ･開発企業等約400社

産 官 学

・マネジメント委員
・プロジェクト会員
・サテライト会員

建設ＩＣＴ導入普及研究会

設立：平成２７年４月
代表：名城大学 福田教授
事務局：日本建設機械施工協会中部支部
会員：建設･ｺﾝｻﾙ･開発企業等約100社

産 官学

中部圏インフラ用
ロボットコンソーシアム

・運営委員

設立：令和２年５月（目処）
会長：中部地方整備局長
事務局：企画部施工企画課

日本建設機械施工協会中部支部
運営：ＩＣＴアドバイザーが中心
会員：建設･ｺﾝｻﾙ･開発企業、業団体等約450者

産官 学

中部 i-Construction研究会（仮称）

会員の種別なし！！

※研究会のマネジメント委
員、コンソーシアムの運営
委員の機能は推進本部に
移行する。

※

※

14



○中部地方整備局における新たなi-Construction推進体制は、「i-Construction中部ブロック推進本
部」が全体を総括し、主に建設業企業会員から構成する「中部 i-Construction研究会（仮称）」と、
発注者・業団体で構成される「中部ブロック発注者協議会」により運営していく。

■ i-Construction推進体制（再編後） 中部地方整備局

設立：平成２８年２月
本部長：中部地方整備局長
事務局：企画部技術管理課、施工企画課
構成員：国、県、政令市等発注機関、建設等業団体

全体を総括

産

官

設立：令和２年５月（目処）
会長：中部地方整備局長
事務局：企画部施工企画課

日本建設機械施工協会中部支部

運営：

会員：建設･ｺﾝｻﾙ･開発企業、業団体等約450者

ＩＣＴアドバイザーが中心

産官 学

中部 i-Construction研究会（仮称）

設立：平成２０年１１月
会長：中部地方整備局長
事務局：企画部技術管理課
構成員：国、県、政令市等発注機関

官

中部ブロック発注者協議会

i-Construction中部ブロック推進本部

会員の種別なし！！
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■ 中部 i-Construction研究会（仮称）の概要 中部地方整備局

項目 建設ＩＣＴ導入普及研究会 中部 i-Construction研究会（仮称）

代表者
事務局等

会長：中部地方整備局長
副会長：中部地整 企画部長
事務局：企画部施工企画課

会長：中部地方整備局長
副会長：中部地整 企画部長
事務局：企画部施工企画課、日本建設機械施工協会中部支部

ＩＣＴアドバイザー（幹事）

設立趣旨 中部地方整備局における建設ＩＣＴの普及
・中部地方におけるi-Constructionの更なる推進
・直轄事業で培った技術・ノウハウを地方へ還元！！
・裾野の拡大を図りつつ、先端技術の活用により更なる生産性向上

構成員

会員数：約４００者

〇マネジメント委員
・名古屋工業大学名誉教授 ・名城大学名誉教授
・大臣官房技術調査課 ・総合政策局公共事業企画調整課
・国土技術政策総合研究所 ・（独）土木研究所
・（財）日本建設情報総合センター・（一社）日本建設機械施工協会

〇プロジェクト会員
・大手建設、ｺﾝｻﾙ、開発企業等

〇サテライト会員
・建設、ｺﾝｻﾙ、開発企業等

会員数：約４５０者（導入普及研究会＋ロボットコンソーシアム）

〇ＩＣＴアドバイザー（建設ＩＣＴの先駆者）
・民間アドバイザー
・学識アドバイザー（大学教授）
・行政アドバイザー（国、県等の職員）

○会員
・建設、ｺﾝｻﾙ、開発企業、業団体等

※ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ委員の機能はi-Construction中部ﾌﾞﾛｯｸ推進本部に移行
※ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会員・ｻﾃﾗｲﾄ会員の種別は廃止

活動内容

（１）プロジェクト会員
１）技術普及チーム：建設ＩＣＴの普及、技術者の育成、広報に関すること
２）現場支援チーム：施工現場等における技術的指導、現場検証に関す

ること

３）技術研究チーム：・建設ＩＣＴに関わる各種基準・要領等の構築研究、
情報化施工技術の活用研究に関すること、現場等から抽出された技術
的課題への対応検討に関すること

（２）サテライト会員
１）現場見学会、講習会、研修会等への参加
２）建設ＩＣＴに関する意見照会等に参加

直轄事業等で培った技術・ノウハウを持つ「ＩＣＴアドバイザー」が主体となり、
意欲のある企業・団体等に対して支援を行う。

①普及部会

各種研修・講習会等の活動及び、現場等における支援（助言）を通し
て普及促進を行う。

②支援部会

アドバイザーの経験に基づくノウハウをまとめたノウハウ集の作成や、
施工計画書の作成例等、i-Constructionに対して未熟な企業の導入支
援を行う。

③ＦＡＱ部会
アドバイザー自身の経験に基づくＦＡＱの作成や、会員等からの質問

対する回答を行う。
④多様化部会

基準化されていないが、生産性の向上につながる技術の現場での活
用に向けての検討、現場支援を行う。
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■ 研究会の活動イメージ 中部地方整備局

【先端】

○更なる生産性向上

・新技術の現場適応・支援

・ニーズ・シーズのマッチング

【着実な普及】

○ＩＣＴ活用現場における技術支援

・経験に基づくノウハウ集の作成

・施工計画書作成例作成

・現場の課題、疑問に対する解決策（FAQ）

○ＢＩＭ／ＣＩＭの普及支援

【裾野の拡大】

○地方公共団体、中小建設企業への技術普及

・各種研修、講習会、現場見学会等の実施

・現場等における支援（助言）

④多様化部会

②支援部会
③ＦＡＱ部会

①普及部会

17



■ 研究会のスキーム（案） 中部地方整備局

i-Con技術の活用
新技術の実装
ニーズ／シーズ

人材育成
技術支援
ニーズ／シーズ

・ＩＣＴ、ＢＩＭ／ＣＩＭの活用
・技術開発

企業
(建設･ｺﾝｻﾙ･開発者)

・新たな技術の活用
・現場支援
・人材育成

ＩＣＴアドバイザー

・i-Con対象工事、業務の拡
大
・新技術の活用
・技術力の向上

発注機関
（国・県・地公体等）

技術支援
基準等の検討
ニーズ／シーズ 18



■ 研究会のＲ２年度活動計画（案） 中部地方整備局

○当面の予定
・４月 ：各県、建設業協会等への説明、旧会員への継続入会意向確認等

：ＩＣＴアドバイザー募集開始
・５月下旬 ：中部i-Construction研究会 設立総会

○研究会活動計画（案）

④多様化部会

②支援部会

③ＦＡＱ部会

①普及部会

・i-Con活用現場への技術支援（助言）
・地方公共団体、中小建設企業への出前講習（依頼による）
・i-Conに関する各種研修、講習会、現場見学会の開催
・i-Construction推進セミナー（建設技術フェア）の企画、開催

・施工計画書作成支援等、i-Con活用現場への支援
・i-Con活用経験に基づくノウハウ集の作成

・i-Con活用現場からの課題、疑問に対する解決策検討
・FAQ集のとりまとめ、公開

・更なる生産性向上のための新技術の現場適応性の検討、支援
・ニーズ／シーズのマッチング
・ＢＩＭ／ＣＩＭの活用に向けた課題整理
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［発注者］

・自治体
・特殊法人

等

［受注者］

・測量会社
・建設コンサル

・建設会社

多様化部会
部会幹事

■ ＩＣＴアドバイザー登録制度の⽬的
発注者である⾃治体や特殊法⼈等及び、受注者である地元建設会社等が、ＩＣＴ技術の先駆者である「 ICTア
ドバイザー」から、⾃主的に技術修得や能⼒向上へのアドバイスが受けられる仕組みをつくり、中部地⽅における更な
る建設⽣産性の向上（i-Construction）を図る。

ＦＡＱ部会

⽀援部会

普及部会

ＩＣＴアドバイザー

ＩＣＴアドバイザー登録要領の改訂
■ 令和 2年5月26日（火）

・ ICTアドバイザー83名を登録
（民間アドバイザーの公募）

中部圏インフラ用
ロボットコンソーシアム

企業・学識経験者からなる組織

■行政アドバイザー
・地公体などの団体および職員を
ＩＣＴアドバイザーに登録しＯＪＴに
よる裾野の拡大を図る

■民間アドバイザー（従来）
・公募による、ＩＣＴ活用実績および
研修講師などの活動実績を評価し、
新規の登録を再開

■中部i-Construction研究会

i-Construction中部ブロック推進本部

事務局として
運営協力・情報共有

■学識アドバイザー
・i-Construction中部
サポートセンターが登録

運
営

支援・研修・ＯＪＴ

支援要請
講師依頼

技術支援・導入普及

技術相談
研修参加

建設ICT
導入普及研究会

建機・測機・CAD等メーカー
学識経験者からなる組織

○ 中部i-Construction研究会の運営をICTアドバイザーが中心となって実施
○ 中部地方におけるICTの裾野の拡大を研究会とともに推進
○ 活躍の場を広げ自主的な支援を促し、活動内容を表彰制度を策定

■ 令和２年度ＩＣＴアドバイザーの登録
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地⽅整備局
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これまでの中部地方整備局の取り組み

i-Construction中部ブロック推進本部 資料
【ＩＣＴ施工編】

http://www.cbr.mlit.go.jp/construction.html



≪サポート内容≫

技術相談

・ 施工技術に関すること

・ 機械・機器の調達に関すること

・ 各種基準・要領に関すること

研修活動

・ 整備局職員研修（一般職員、監督・検査職員）

・ 自治体職員研修

・ 施工業者研修

• 中部地方整備局 企画部 に設置（H28.4.1設置)

・推進本部の組織 第2回：H29.6.7 第3回：H30.6.7 第4回：R元.6.12

本部長 中部地方整備局長
委 員 整備局、県・政令市

水資源機構中部支社、中日本高速道路、名古屋高速道路公社
（一社）日本建設業連合会中部支部、（一社）愛知県・岐阜県・三重県・静岡県建設業協会
（一社）建設コンサルタンツ協会中部支部 他

第４回会議（令和元年6月12日開催）

◆ふじのくにICT活用工事支援協議会（静岡県）H28
◆清流の国ぎふICTモデル工事支援協議会（岐阜県）H29
◆三重県ＩＣＴ活用工事支援協議会 H30
◆愛知県i-Construction推進協議会でモデル工事を実施 R1

■ 令和元年度の取り組み

（中部地整主催）

・ 公募開始（H29.3.24）
・ 初回アドバイザー登録：11社、18名（H29.6.7）
・ 現況アドバイザー登録：53社、86名（R 2. 1.21現在）

・ 第１回 ＩＣＴアドバイザー会議（H29.12. 4）
・ 第２回 ＩＣＴアドバイザー会議（H30.12.25）
・ 第３回 ＩＣＴアドバイザー会議（R 2. 1.21）

・建設現場の生産性向上に係る優れた取組を表彰するため、平成29年度
より「i-Construction大賞」を創設

・令和元年度は全国で25団体が受賞し、中部地整管内ではふじのくに
i-Construction推進支援協議会が地方公共団体等の取組部門で国土交通
大臣賞、矢作建設工業(株)が工事・業務部門で優秀賞を受賞

◆i-Construction研修(ICT施工) R01.7.17～19､10.23～25 43名参加
◆i-Construction研修(BIM/CIM) R01.6.19～21､8.28～30 44名参加
◆R1実施方針説明会 R01.7. 1 121名参加
◆ICT施工講習会(受発注者向け） 静岡県 R01.11.15 53名参加

岐阜県 R01.11.20 37名参加
三重県 R01.11.27 45名参加
愛知県 R01.12.06 92名参加

◆i-Construction推進セミナー R01.10.17 222名参加
◆その他見学会・勉強会等多数開催

22
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■１企業あたりのＩＣＴ（土工）受注回数と企業数の推移

■ ＩＣＴ活用工事（土工）の受注実績分析①

 中部地⽅整備局管内で、これまで発注したＩＣＴ（⼟⼯）活⽤⼯事は427件、経験した企業数は194社で、平成28年度末から経験企業
数が2.5倍に増加 【令和元年3⽉末時点】

 「１企業あたりのＩＣＴ（⼟⼯）受注回数」では、複数回経験した企業が101社（52％）となり、平成30年度末から1年間で2％増加、経
験回数が5回以上の企業はこの1年間で14社（8％）から23社（12％）に増加している。

 「ランク別ＩＣＴ（⼟⼯）受注社数」では、⼀般⼟⽊Ｃランクが173社（89％）と地元企業において主体的に取り組まれている。

■一般土木のランク別ＩＣＴ（土工）企業数と回数

この３年間で経験企業数が２.5倍に増加し、
複数回経験した企業は全体の５２％に達する

全経験企業数のうち一般土木Ｃランクが
173社（89.2％）と大部分を占める

N＝［累計経験企業数/累計⼯事件数］
N＝194社（累計経験企業数）

［9社］

［173社］

4.6% 1.5%

89.2%

［9社］
4.6%

［79社/96件］

［138社/233件］

［165社/336件］

［194社/427件］

中 部 地 方 整 備 局

23



4

20

29

8

16

1

5

6

10

10

7

1

2

3

6

9
5

1

2

2

1

3

4

2

1
2

2

1

2

1 3

1
1

1

1

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

⻑野県 岐⾩県 静岡県 愛知県 三重県 その他

８回

７回

６回

５回

４回

３回

２回

１回

■ ＩＣＴ活用工事（土工）の受注実績分析②

■一般土木Ｃランクの本社所在県別のＩＣＴ（土工）受注件数

愛知県と長野県は複数回経験の企業の割合が高い
静岡県はＲ１年度に新規で実施した企業が多い

N=173社

 「⼀般⼟⽊Ｃランクの本社所在県別のICT（⼟⼯）受注回数」では、148社中77社（51％）が複数回の受注経験があり、特に
愛知県（74％）と⻑野県 （67％）は複数回経験している企業の割合が⾼い。

 中 部 地 ⽅ 整 備 局 管 内 で 、 ⼀ 般 ⼟ ⽊ C ラ ン ク ⼯ 事 受 注 者 の 6 2 ％ が I C T （ ⼟ ⼯ ） を 経 験 済 で あ り 、 平 成 3 0 年 3 ⽉ 末 と
⽐較して、この１年間で26社（9％）増加した。

■一般土木ＣランクのＩＣＴ（土工）普及率 ［企業数］

※１：平成２８年度から平成２９年度末時点・平成３０年度末時点・令和元年度末時点までの工事を対象。
※２：ＩＣＴ（土工）受注者数・全工事受注者数ともに重複する受注者は除く。
※３：ＩＣＴ（土工）受注者数の５県以外のその他の都道府県は除く。

中 部 地 方 整 備 局

H29年度末 ⻑野県 岐⾩県 静岡県 愛知県 三重県 中部地整
全体

ICT（⼟⼯）
受注者数 14 27 28 23 27 119
全⼯事

受注者数 23 53 58 43 48 225

普及率 61% 51% 48% 53% 56% 53%

H30年度末 ⻑野県 岐⾩県 静岡県 愛知県 三重県 中部地整
全体

ICT（⼟⼯）
受注者数 15 32 39 27 32 145
全⼯事

受注者数 26 54 62 45 48 235

普及率 58% 59% 63% 60% 67% 62%

R1年度末 ⻑野県 岐⾩県 静岡県 愛知県 三重県 中部地整
全体

ICT（⼟⼯）
受注者数 16 38 50 32 34 170
全⼯事

受注者数 25 60 64 45 53 247

普及率 64% 63% 78% 71% 64% 69%

中部地整管内の一般土木Ｃランク企業の
ICT（土工）普及率は着実に伸びている

［16社］

［38社］

［50社］

［32社］
［34社］

［3社］
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※全国平均データは、平成31年3⽉1⽇に国⼟交通本省で開催された「ICT導⼊
協議会（第7回）」資料-1より引⽤【N=126⼯事】
※従来施⼯は、同じ⼯事内容を実施した場合の各社の想定時間（⼈・⽇）
※起⼯測量
・ICT施⼯、従来施⼯とも基準点測量は除く。

※設計データ作成
・ICT施⼯は、3次元設計データの作成、起⼯測量との重ね合わせ作業を対象

（追加・修正含む）
・従来施⼯は、起⼯測量結果の設計横断⾯上への図化及び丁張り設置のための

準備計算作業を対象。

■ ＩＣＴ（土工）活用工事の効果検証 （作業時間の削減効果）

 中部地方整備局発注の直轄工事で、令和元年度末までに完成した工事の受注者から提出されたアンケート（N=205）を分析した結
果、全国平均と同等の約33％の削減効果が発現。（平均土量：約14,800m3）

 特に、「起工測量」「ICT建機による施工」「出来形管理」の作業時間（人・日）で、従来施工と比較して作業時間の削減効果が発現。
 延べ作業時間の削減は、施工した土量にかかわらず削減効果が発現している。

■土工に係る延べ作業時間 ※全工事（人・日）での比較

作業時間︓⼈・⽇

■土量別削減率の分布 ※全工事（人・日）での比較

【N=205⼯事】

※施⼯
・ICT施⼯には、キャリブレーション及びローカライゼーション等を含む。
・従来施⼯には、丁張り設置を含む。

※出来形管理
・出来形計測及び出来形管理資料作成にかかる作業を対象。

※出来形検査
・実地検査にかかる作業を対象。

※データ納品
・成果品作成及び整理を含む作業を対象。

合計︓約88⼈・⽇

合計︓約132⼈・⽇

1工事当たりの延べ作業時間が
約33％削減（中部地整の平均）

（全国平均 約３割）

中部地整の平均
33.3％

【N=205⼯事】

土量に関わらず作業時間の削減効果が発現

⼟量︓ｍ3

半
減

半
減

約3割減

中 部 地 方 整 備 局
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ICT施工
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【N=205⼯事】

 建設現場の事故発生要因としては、建設機械との接触等による事故は、墜落に次いで多い。
 ICT施工により丁張り設置作業がほぼ無くなり、接触事故の危険性が高い建設機械と作業員が錯綜する作業時間が、約5７％減少

し建設機械周辺での手元作業員が不要となるため、安全性の向上に大きく寄与。

○建設業における労働災害発⽣要因※

※国⼟交通本省発表『建設産業事故』より引⽤

【N=205⼯事】■施⼯時の作業について 【定性的評価】

○従来施⼯とICT施⼯の⽐較

■建設機械周辺の延べ作業時間（⼈・⽇）
【定量的評価】 丁張り設置作業の

省略・軽減
作業⼈員の削減 施⼯の安全性向上

従来施⼯

作業員 丁張無し
作業員無し

ICT施⼯

約5７％減少

建設機械と作業員が錯綜 建設機械のみが作業

（単位︓⼈・⽇）

約21％減少

■ ＩＣＴ（土工）活用工事の効果検証 （安全性の検証）

■現場の声
・ 測量時間の短縮、施工開始迄の期間短縮の効果をとても感じた。

また、高低差等のある危険な箇所の測量において、測量技術者の安全確保が
できるメリットを感じた。

墜落
24.7%

建設機械作業

建設機械作業

作業員の
錯綜作業

作業員の
錯綜作業 はい

66％
N=136

いいえ
34％
N=69

はい
47％
N=97

いいえ
53％

N=108

いいえ
34％
N=69 はい

66％
N=136

中 部 地 方 整 備 局
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○ ICT施工の全工程における自社・外注実施比率

○ ICT活用実施体制

 起工測量・設計データ作成・出来形管理の３プロセスにおいて、「全てを自社」で行う受注者は８％、一方で「全てを外注」「一部を自
社で実施」が大半を占め、ＩＣＴ活用工事を実施するうえでアウトソーシングが進んでいる状況。

 起工測量や出来形計測は作業時間が短縮（半減）していたが、。
 起工測量のデータ処理、設計データ作成、出来形計測を外注で行う受注者が増えている。

■ ＩＣＴ（土工）活用工事の効果検証 （ＩＣＴ施工の実施体制）

UAVによる測量

ＩＣＴ活用工事はアウトソーシングで実施する傾向

起⼯測量データ処理【N=205⼯事】

37% 63%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾃社保有 レンタル

35% 65%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾃社で⾏う 外注先で⾏う

31% 69%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾃社で⾏う 外注先で⾏う

○ 現地出来形計測作業の自社実施率

○ 現地起工測量作業の自社実施率

13% 87%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾃社で⾏う 外注先で⾏う

【N=205⼯事】

28% 72%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾃社で⾏う 外注先で⾏う

39% 61%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾃社で⾏う 外注先で⾏う

○ 起工測量（事務所内業）の自社実施率

○ 出来形管理（事務所内業）の自社実施率

■ 起工測量の自社実施率

■ 出来形管理の自社実施率

■ 測量機器（ＵＡＶ・ＴＬＳ）の自社保有率

■ ３次元設計データ作成の自社実施率

測量機器はあるけど
測量作業は外注︖

３割以上がICT建設機械へ
３Ｄデータを移植出来る︖

測量作業は外注だけど
出来形管理は⾃社で

実施したい︖

約３割が点群処理などを
⾃社で実施できるが、

３Ｄデータに慣れてきた︖

8% 51% 41%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て自社で実施 一部を自社で実施 全て外注で実施

アウトソーシングによる効率向上、
３Ｄデータを理解できているか？

１つの工事で全て自社で実施した
工事は伸び悩み、むしろ少数派

中 部 地 方 整 備 局
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■ ＩＣＴの活用による受・発注者のメリット

ＩＣＴの活用によるメリット 発注者 受注者

■手戻りの防止、合意形成の迅速化、打合せ時間の短縮
・起工測量、３Ｄ設計データによる現場モデルを用いて設計照査を行うことで、早期の不具合（現場不
一致）の発見ができ、手戻りが少なくなる。
・３Ｄモデルの活用により、説明性が向上し、合意形成の迅速化ができる。

◎ ◎

■安全性の向上
・ＩＣＴ施工により、丁張り設置作業、検測作業がほぼ無くなり、建設機械周辺での手元作業員が不要と
なるため、接触事故の危険性が高い建設機械と作業員が錯綜する作業時間が大幅に減少し、安全性
の向上に大きく寄与。

・ＵＡＶやレーザスキャナによる出来形管理により、急傾斜地での計測作業がなくなり、検査効率、安
全性ＵＰ（特に砂防現場で効果的）

◎ ◎

■建設生産性の向上
・従来施工と比較し、起工測量からデータ納品までの一連の延べ作業時間が約３割削減
・元請作業員が実施していた丁張り作業、検測作業が省略され、工事管理業務に専念できる。
・起工測量データ及び完成データの比較により、瞬時に数量を算出することができる。
・出来形管理資料が自動で作成され、出来形管理資料が半減する。
・３Ｄ出来形管理により、計測値がビジュアル化され、監督・検査の効率ＵＰ

○ ◎

■品質の向上
・現場全体を３Ｄ設計データを元に施工するため、工事区間全体においてばらつきのない施工が可能と
なり、品質の向上が図られる。

○ ○

■工事現場のイメージアップ
・工事現場の作業環境が改善され、魅力ある産業へのイメージアップにつながる。

○ ○

■技術競争力の強化
・ＩＣＴ活用工事に取り組む工事については、総合評価及び工事成績において加点される。

－ ◎

28
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地⽅整備局
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令和２年度 中部地方整備局の取り組み

i-Construction中部ブロック推進本部 資料
【ＩＣＴ施工編】

http://www.cbr.mlit.go.jp/construction.html



■ ＩＣＴ活用工事の工種拡大ロードマップ（中部地整）

（H28年度）
【元 年】

（H29年度）
【前進の年】

（H30年度）
【深化の年】

◇i-Constructionの取り組み開始（ＩＣＴの全面活用）

令和２年度
（H31年度）
【貫徹の年】

作業土工（床堀）

ＩＣＴ土工

ＩＣＴ土工（床堀）

ＩＣＴ土工（軟岩）

ＩＣＴ浚渫工（港湾）

ＩＣＴ舗装工（Ａｓ）

ＩＣＴ舗装工（Ｃｏ）

ＩＣＴ河川浚渫

砂防（土工）ＩＣＴ砂防

ＩＣＴ法面工（吹付工）

ＩＣＴ地盤改良工（浅層・中層）

ＩＣＴ付帯構造物設置工

ＩＣＴ土工（河床掘削）

ＩＣＴ河道しゅんせつ工

補強土壁（盛土）

ＩＣＴ法面工（現場吹付法枠工他）

ＩＣＴ地盤改良工（深層）

ＩＣＴ舗装工（修繕工）

令和２年度 新規施策（全国）

【凡 例】

中部地整 独自施策

土 工

浚 渫

舗 装

法 面

地盤改良

付帯構造物 30

中 部 地 ⽅ 整 備 局



３Ｄ
設計

起工測量
設計照査
施工計画

３Ｄ
情報化施工

３Ｄ
検査

従来

２Ｄ
設計 起工測量

２Ｄ
施工

２Ｄ
検査

３Ｄ

２Ｄ
情報化

設計照査
施工計画

３Ｄデータ作成 ２Ｄデータ作成

〇丁張り等が不要と
なり、１⽇当り施⼯
量1.5倍の効率化

①３次元設計データ
の作成

土工を情報化施工で行
うための必要となる３次
元設計データを作成。

ＩＣＴ⼟⼯

従来設計・施工

従来情報化施工
（総合評価提案）

I-Con I-Con

従来

従来情報化施工 従来情報化施工

情報化

I-Con

②起工測量の３次元化 ③３次元測量データによる
設計照査・施工計画

④３次元設計データに
よる施工・施工監理

⑤３次元出来形管理

Ｎｅｗ
I-Con

従来 従来

■ ＩＣＴ全面的な活用 ～ＩＣＴ土工の施工の流れ～ 中 部 地 方 整 備 局
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■ ＩＣＴの全面的な活用の推進にかかる実施要領
■ＩＣＴの全面的な活用の推進にかかる実施要領等の策定・改定状況（Ｒ１→Ｒ２）

■掲載URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html ICTの全面的な活用ICTの全面的な活用 🔍検索

令和２年度実施要領 改定・策定 令和元年度実施要領

別紙－１ ＵＡＶ等を用いた公共測量実施要領 改定 別紙－１ ＵＡＶ等を用いた公共測量実施要領

別紙－２ 土工の３次元設計実施要領 改定 別紙－２ 土工の３次元設計実施要領

別紙－３ (1) ３次元ベクトルデータ作成業務実施要領 改定 別紙－３ (1) ３次元ベクトルデータ作成業務実施要領

別紙－３ (2) ３次元設計周辺データ作成業務実施要領 改定 別紙－３ (2) ３次元設計周辺データ作成業務実施要領

別紙－４ ICT活用工事（土工）実施要領 改定 別紙－４ ICT活用工事（土工）実施要領

別紙－５ ＩＣＴ活用工事、BIM/ＣＩＭ活用業務・工事の見積り書の依頼について 改定 別紙－５ ＩＣＴ活用工事、ＣＩＭ活用業務・工事の見積り書の依頼について

別紙－６ ICT活用工事（土工）積算要領 改定 別紙－６ ICT活用工事（土工）積算要領

別紙－７ ICT活用工事（舗装工）実施要領 改定 別紙－７ ICT活用工事（舗装工）実施要領

別紙－８ ICT活用工事（舗装工）積算要領 改定 別紙－８ ICT活用工事（舗装工）積算要領

別紙－９ BIM/ＣＩＭ活用業務実施要領 改定 別紙－９ BIM/ＣＩＭ活用業務実施要領

別紙－１０ BIM/ＣＩＭ活用工事実施要領 改定 別紙－１０ BIM/ＣＩＭ活用工事実施要領

別紙－１１ ICT活用工事（河川浚渫）実施要領 改定 別紙－１１ ICT活用工事（河川浚渫）実施要領

別紙－１２ ICT活用工事（河川浚渫）積算要領 改定 別紙－１２ ICT活用工事（河川浚渫）積算要領

別紙－１３ 定期点検における点検支援技術活用業務実施要領 改定 別紙－１３ 定期点検における点検支援技術活用業務実施要領

別紙－１４ ICT活用工事（河床等掘削）積算要領 改定 別紙－１４ ICT活用工事（河床等掘削）積算要領

別紙－１５ ICT活用工事（作業土工（床掘））実施要領 改定 別紙－１５ ICT活用工事（作業土工（床掘））実施要領

別紙－１６ ICT活用工事（作業土工（床掘））積算要領 改定 別紙－１６ ICT活用工事（作業土工（床掘））積算要領

別紙－１７ ICT活用工事（付帯構造物設置工）実施要領 改定 別紙－１７ ICT活用工事（付帯構造物設置工）実施要領

別紙－１８ ICT活用工事（付帯構造物設置工）積算要領 改定 別紙－１８ ICT活用工事（付帯構造物設置工）積算要領

別紙－１９ ICT活用工事（法面工）実施要領 改定 別紙－１９ ICT活用工事（法面工）実施要領

別紙－２０ ICT活用工事（法面工）積算要領 改定 別紙－２０ ICT活用工事（法面工）積算要領

別紙－２１ ICT活用工事（地盤改良工）実施要領 改定 別紙－２１ ICT活用工事（地盤改良工）実施要領

別紙－２２ ICT活用工事（地盤改良工（安定処理））積算要領 改定 別紙－２２ ICT活用工事（地盤改良工（安定処理））積算要領

別紙－２３ ICT活用工事（地盤改良工（中層混合処理））積算要領 改定 別紙－２３ ICT活用工事（地盤改良工（中層混合処理））積算要領

別紙－２４ ICT活用工事（地盤改良工（スラリー攪拌工））積算要領 新規策定

別紙－２５ ICT活用工事（舗装工（修繕工）（切削オーバーレイ工）)実施要領 新規策定

別紙－２６ ICT活用工事（舗装工（修繕工）（切削オーバーレイ工））積算要領 新規策定

（別添－1） BIM/CIM活用項目における実施内容の記載例 改定 （別添－1） BIM/CIM活用項目における実施内容の記載例

（別添－2） BIM/CIM実施計画書 改定 （別添－2） BIM/CIM実施計画書

別記様式－１ （土工）【ICT施工技術の活用】 改定 別記様式－１ （土工）【ICT施工技術の活用】

別記様式－２ （舗装）【ICT施工技術の活用】 改定 別記様式－２ （舗装）【ICT施工技術の活用】

別記様式－３ （河川浚渫）【ICT施工技術の活用】 改定 別記様式－３ （河川浚渫）【ICT施工技術の活用】

別紙様式－４ （舗装修繕）【ICT施工技術の活用】 新規策定
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■ ＩＣＴの全面的な活用の推進にかかる技術基準類
■ＩＣＴの全面的な活用の推進する上での技術基準類（R2年度）

■掲載URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html ICTの全面的な活用ICTの全面的な活用 🔍検索

No. 要領名称 改正・策定 No. 要領名称 改正・策定

別紙 1 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定 別紙 23 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定

別紙 2 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定 別紙 24 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定

別紙 3 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 25 ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 平成29年3月

別紙 4 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 26 ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）（案） 平成29年3月

別紙 5 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 27 点検支援技術（画像計測技術）を用いた３次元成果品納品マニュアル（トンネル編）（案） 令和2年3月改定

別紙 6 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 28 点検支援技術（画像計測技術）を用いた３次元成果品納品マニュアル（橋梁編）（案） 令和2年3月改定

別紙 7 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 29 ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理監督検査要領 平成24年3月

別紙 8 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 30 ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領 令和2年3月改定

別紙 9 TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 平成24年3月 別紙 31 施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案） 平成28年3月

別紙 10 TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 平成24年3月 別紙 32 ＩＣＴ建設機械 精度確認要領（案） 平成31年4月

別紙 11 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 33 ステレオ写真測量（地上移動体）を用いた土工の出来高算出要領（案） 令和2年3月改定

別紙 12 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 34 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（護岸工編）（案） 平成31年4月

別紙 13 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 平成24年3月 別紙 35 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（護岸工編）（案） 平成31年4月

別紙 14 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 平成24年3月 別紙 36
施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（表層安定処理等・中層地盤改良工事編）
（案）

平成31年4月

別紙 15 音響測深機器を用いた出来形管理の監督検査要領（河川浚渫工事編）（案） 平成30年4月 別紙 37 施工履歴データを用いた出来形管理要領（表層安定処理等・中層地盤改良工事編）（案） 平成31年4月

別紙 16 音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案） 平成30年4月 別紙 38 ３次元計測技術を用いた出来形計測の監督・検査要領（案） 令和2年3月改定

別紙 17 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案） 平成30年4月 別紙 39 ３次元計測技術を用いた出来形計測要領(案） 令和2年3月改定

別紙 18 施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案） 平成30年4月 別紙 40 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（固結工（スラリー撹拌工）編）（案） 令和2年3月策定

別紙 19 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定 別紙 41 施工履歴データを用いた出来形管理要領（固結工（スラリー撹拌工）編）（案） 令和2年3月策定

別紙 20 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定 別紙 42 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（路面切削工編）（案） 令和2年3月策定

別紙 21 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 43 施工履歴データを用いた出来形管理要領（路面切削工編）（案） 令和2年3月策定

別紙 22 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 44 地上写真測量（動画撮影型）を用いた土工の出来高算出要領（案） 令和2年3月策定
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 ⼯事の⼤部分でICTを活⽤する『ICT-Full活⽤⼯事』を実施
 ⼯事現場で施⼯される⼯種の⼤部分でICTを活⽤するため、⼯事全体の3D設計

データを作成し、施⼯・出来形管理を3Dデータで実施

ICT-Full活⽤⼯事
〜道路改良⼯事の例〜

ICT-Full活⽤⼯事
〜河川改修⼯事の例〜

■ 『ICT-Full活用工事』について

※ICT-Full活⽤⼯事の定義︓複数の⼯種でＩＣＴを活⽤した⼯事 34
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工事に含まれる切土・盛土をICT土
工の対象とする

10,000～1,000m3（砂防土工は500m3）
の切土、盛土をICT土工の対象とする

※総合評価（ＩＣＴ活用を評価） ※希望確認（ＩＣＴ活用を協議）※指定（ＩＣＴ活用を義務）

（発注者指定型）

一般土木
3億円以上

（施工者希望Ⅰ型）

一般土木３億円未満
１0,000m3以上

（施工者希望Ⅱ型）

一般土木３億円未満・Ａｓ舗装・Ｃｏ舗装・維持修繕
１0,000m3未満

■ 中部地整の発注方針 （ＩＣＴ土工）

10,000m3以上の切土、盛土を
ICT土工の対象とする

一般土木３億円未満
切土、盛土いずれかが

10,000m3以上

（発注者指定Ⅱ型）

一般土木
3億円以上

（発注者指定Ⅰ型）

一般土木３億円未満
切土、盛土いずれかが
10,000～1,000m3

※砂防土工
10,000～500m3

（施工者希望Ⅰ型）

「一般土木」に限らず、全ての
工事種別の土工に適用する。

全ての発注工種
1,000～500m3

※砂防土工
500m3未満

（施工者希望Ⅱ型）

●IＣＴ土工の対象から除外する土工条件
・共通：出来形を指定しない（（）カッコ書き）もの
・切土：岩掘削
・盛土：巻き出し厚を管理しないもの

●ICT土工の法面整形について
ICT土工の対象とする切土・盛土に付随する
法面整形をICT土工の対象とする。

全国

技術者支援工事（継続）

中部（R元年１０月公告案件より）

工 事 規 模
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※総合評価（ＩＣＴ活用を評価） ※希望確認（ＩＣＴ活用を協議）※指定（ＩＣＴ活用を義務）

（発注者指定型）

3億円以上
10,000m2以上の

路盤工

（施工者希望Ⅰ型）

3億円未満
10,000m2以上の

路盤工

（施工者希望Ⅱ型）

規模なし

Ｈ２９：(As) → Ｈ３０～（継続）：(As+Co)

※出来形管理のコア抜きは不要だが
品質管理のコア抜きは必要

■ 中部地整の発注方針 （ＩＣＴ舗装工）

工 事 規 模

※３億円以上で路盤工10,000㎡未満の工事の場合は施工者希望Ⅱ型
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※総合評価（ＩＣＴ活用を評価） ※希望確認（ＩＣＴ活用を協議）※指定（ＩＣＴ活用を義務）

（発注者指定型）

3億円以上

（施工者希望Ⅰ型）

3億円未満
浚渫数量

20,000m3以上

（施工者希望Ⅱ型）

３億円未満
浚渫数量

20,000m3未満

Ｈ３０～（継続）

■ 中部地整の発注方針 （ＩＣＴ河道しゅんせつ工）

工 事 規 模
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■ ＩＣＴの全面的な活用の推進にかかる実施要領

■ＩＣＴの全面的な活用の推進にかかる実施要領等の策定・改定状況（Ｒ１→Ｒ２）

■掲載URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html ICTの全面的な活用ICTの全面的な活用 🔍検索

令和２年度実施要領 改定・策定 令和元年度実施要領

別紙－１ ＵＡＶ等を用いた公共測量実施要領 改定 別紙－１ ＵＡＶ等を用いた公共測量実施要領

別紙－２ 土工の３次元設計実施要領 改定 別紙－２ 土工の３次元設計実施要領

別紙－３ (1) ３次元ベクトルデータ作成業務実施要領 改定 別紙－３ (1) ３次元ベクトルデータ作成業務実施要領

別紙－３ (2) ３次元設計周辺データ作成業務実施要領 改定 別紙－３ (2) ３次元設計周辺データ作成業務実施要領

別紙－４ ICT活用工事（土工）実施要領 改定 別紙－４ ICT活用工事（土工）実施要領

別紙－５ ＩＣＴ活用工事、BIM/ＣＩＭ活用業務・工事の見積り書の依頼について 改定 別紙－５ ＩＣＴ活用工事、ＣＩＭ活用業務・工事の見積り書の依頼について

別紙－６ ICT活用工事（土工）積算要領 改定 別紙－６ ICT活用工事（土工）積算要領

別紙－７ ICT活用工事（舗装工）実施要領 改定 別紙－７ ICT活用工事（舗装工）実施要領

別紙－８ ICT活用工事（舗装工）積算要領 改定 別紙－８ ICT活用工事（舗装工）積算要領

別紙－９ BIM/ＣＩＭ活用業務実施要領 改定 別紙－９ BIM/ＣＩＭ活用業務実施要領

別紙－１０ BIM/ＣＩＭ活用工事実施要領 改定 別紙－１０ BIM/ＣＩＭ活用工事実施要領

別紙－１１ ICT活用工事（河川浚渫）実施要領 改定 別紙－１１ ICT活用工事（河川浚渫）実施要領

別紙－１２ ICT活用工事（河川浚渫）積算要領 改定 別紙－１２ ICT活用工事（河川浚渫）積算要領

別紙－１３ 定期点検における点検支援技術活用業務実施要領 改定 別紙－１３ 定期点検における点検支援技術活用業務実施要領

別紙－１４ ICT活用工事（河床等掘削）積算要領 改定 別紙－１４ ICT活用工事（河床等掘削）積算要領

別紙－１５ ICT活用工事（作業土工（床掘））実施要領 改定 別紙－１５ ICT活用工事（作業土工（床掘））実施要領

別紙－１６ ICT活用工事（作業土工（床掘））積算要領 改定 別紙－１６ ICT活用工事（作業土工（床掘））積算要領

別紙－１７ ICT活用工事（付帯構造物設置工）実施要領 改定 別紙－１７ ICT活用工事（付帯構造物設置工）実施要領

別紙－１８ ICT活用工事（付帯構造物設置工）積算要領 改定 別紙－１８ ICT活用工事（付帯構造物設置工）積算要領

別紙－１９ ICT活用工事（法面工）実施要領 改定 別紙－１９ ICT活用工事（法面工）実施要領

別紙－２０ ICT活用工事（法面工）積算要領 改定 別紙－２０ ICT活用工事（法面工）積算要領

別紙－２１ ICT活用工事（地盤改良工）実施要領 改定 別紙－２１ ICT活用工事（地盤改良工）実施要領

別紙－２２ ICT活用工事（地盤改良工（安定処理））積算要領 改定 別紙－２２ ICT活用工事（地盤改良工（安定処理））積算要領

別紙－２３ ICT活用工事（地盤改良工（中層混合処理））積算要領 改定 別紙－２３ ICT活用工事（地盤改良工（中層混合処理））積算要領

別紙－２４ ICT活用工事（地盤改良工（スラリー攪拌工））積算要領 新規策定

別紙－２５ ICT活用工事（舗装工（修繕工）（切削オーバーレイ工）)実施要領 新規策定

別紙－２６ ICT活用工事（舗装工（修繕工）（切削オーバーレイ工））積算要領 新規策定

（別添－1） BIM/CIM活用項目における実施内容の記載例 改定 （別添－1） BIM/CIM活用項目における実施内容の記載例

（別添－2） BIM/CIM実施計画書 改定 （別添－2） BIM/CIM実施計画書

別記様式－１ （土工）【ICT施工技術の活用】 改定 別記様式－１ （土工）【ICT施工技術の活用】

別記様式－２ （舗装）【ICT施工技術の活用】 改定 別記様式－２ （舗装）【ICT施工技術の活用】

別記様式－３ （河川浚渫）【ICT施工技術の活用】 改定 別記様式－３ （河川浚渫）【ICT施工技術の活用】

別紙様式－４ （舗装修繕）【ICT施工技術の活用】 新規策定

中 部 地 方 整 備 局
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■ ＩＣＴの全面的な活用の推進にかかる技術基準類

■ＩＣＴの全面的な活用の推進する上での技術基準類（R2年度）

■掲載URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html ICTの全面的な活用ICTの全面的な活用 🔍検索

No. 要領名称 改正・策定 No. 要領名称 改正・策定

別紙 1 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定 別紙 23 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定

別紙 2 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定 別紙 24 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定

別紙 3 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 25 ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 平成29年3月

別紙 4 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 26 ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）（案） 平成29年3月

別紙 5 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 27 点検支援技術（画像計測技術）を用いた３次元成果品納品マニュアル（トンネル編）（案） 令和2年3月改定

別紙 6 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 28 点検支援技術（画像計測技術）を用いた３次元成果品納品マニュアル（橋梁編）（案） 令和2年3月改定

別紙 7 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 29 ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理監督検査要領 平成24年3月

別紙 8 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 30 ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領 令和2年3月改定

別紙 9 TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 平成24年3月 別紙 31 施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案） 平成28年3月

別紙 10 TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 平成24年3月 別紙 32 ＩＣＴ建設機械 精度確認要領（案） 平成31年4月

別紙 11 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 33 ステレオ写真測量（地上移動体）を用いた土工の出来高算出要領（案） 令和2年3月改定

別紙 12 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 34 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（護岸工編）（案） 平成31年4月

別紙 13 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 平成24年3月 別紙 35 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（護岸工編）（案） 平成31年4月

別紙 14 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 平成24年3月 別紙 36 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（表層安定処理等・中層地盤改良工事編）（案） 平成31年4月

別紙 15 音響測深機器を用いた出来形管理の監督検査要領（河川浚渫工事編）（案） 平成30年4月 別紙 37 施工履歴データを用いた出来形管理要領（表層安定処理等・中層地盤改良工事編）（案） 平成31年4月

別紙 16 音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案） 平成30年4月 別紙 38 ３次元計測技術を用いた出来形計測の監督・検査要領（案） 令和2年3月改定

別紙 17 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案） 平成30年4月 別紙 39 ３次元計測技術を用いた出来形計測要領(案） 令和2年3月改定

別紙 18 施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案） 平成30年4月 別紙 40 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（固結工（スラリー撹拌工）編）（案） 令和2年3月策定

別紙 19 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定 別紙 41 施工履歴データを用いた出来形管理要領（固結工（スラリー撹拌工）編）（案） 令和2年3月策定

別紙 20 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 令和2年3月改定 別紙 42 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（路面切削工編）（案） 令和2年3月策定

別紙 21 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 43 施工履歴データを用いた出来形管理要領（路面切削工編）（案） 令和2年3月策定

別紙 22 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 令和2年3月改定 別紙 44 地上写真測量（動画撮影型）を用いた土工の出来高算出要領（案） 令和2年3月策定

中 部 地 方 整 備 局
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■ ＩＣＴ土工の実施要領の概要
■対象⼯事

対象⼯事（発注⼯種）は、「⼀般⼟⽊⼯事」、「アスファルト舗装⼯事」、「セメント・コンクリート舗装⼯事」、「法⾯処
理⼯事」及び「維持修繕⼯事」を原則とし、下記に該当する⼯事とする。

■３次元起⼯測量・出来形管理等の施⼯管理の⼿法

河川⼟⼯・海岸⼟⼯・砂防⼟⼯ 掘削⼯・盛⼟⼯・法⾯整形⼯
道路⼟⼯ 掘削⼯・路体盛⼟⼯・路床盛⼟⼯・法⾯整形⼯

起⼯測量 出来形管理
①空中写真測量（無⼈航空機）※ＵＡＶ ①空中写真測量（無⼈航空機）※ＵＡＶ
②地上型レーザスキャナー（ＬＳ） ②地上型レーザスキャナー（ＬＳ）
③トータルステーション（ＴＳ）等光波⽅式 ③トータルステーション（ＴＳ）等光波⽅式
④ＴＳ（ノンプリズム⽅式） ④ＴＳ（ノンプリズム⽅式）
⑤ＲＴＫ－ＧＮＳＳ ⑤ＲＴＫ－ＧＮＳＳ
⑥無⼈航空機搭載型ＬＳ ⑥無⼈航空機搭載型ＬＳ
⑦地上移動体搭載型ＬＳ ⑦地上移動体搭載型ＬＳ
⑧その他の３次元計測技術 ⑧施⼯履歴データ⽤いた出来形管理

⑨その他の３次元計測技術

■ＩＣＴ建設機械による施⼯
①３Ｄ ＭＣ⼜は３Ｄ ＭＧブルドーザ ②３Ｄ ＭＣ⼜は３Ｄ ＭＧバックホウ
※盛⼟の締固め作業を⾏う場合は、ＴＳ・ＧＮＳＳを⽤いた締固め管理システムを搭載したブルドーザ、タイヤローラ、振動ローラ及びそれに準ずる建設機械

■ＴＳ・ＧＮＳＳを⽤いた締固め管理（品質管理 ）
※⼟質が頻繁に変わり、その都度試験施⼯を⾏うことが⾮効率である等、施⼯規定による管理そのものがなじまない場合は、監督
職員と協議の上、適⽤しなくてもよい。

※「⼀般⼟⽊⼯事」以外は、施⼯者希望Ⅱ型のみ。

中 部 地 方 整 備 局
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① 生産性革命のエンジン、ＢＩＭ/ＣＩＭ

○BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）とは、
計画・調査・設計段階から３次元モデルを導⼊し、その後の施⼯、維持管理の各段階にお
いても、情報を充実させながらこれを活⽤し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報
を共有することにより、⼀連の建設⽣産・管理システムにおける品質確保と共に受発注者
双⽅の業務効率化・⾼度化を図るもの

３Ｄモデル

属性情報

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）・干渉チェック、設計ミスの削減

・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）

との連動

・施工情報（位置、規格、出
来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方が
効率的なデータは概略とす
る）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
【得られる効果】

・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）
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第3回 BIM/CIM推進委員会
資料1 R02.02.05

BIM/ＣＩＭ導入に向けたこれまでの取組

○平成24年度の試⾏開始以降、BIM/CIMの活⽤を着実に拡⼤させるとともに、実施事業に対してアン
ケートを実施するなど、要領等の整備に必要な調査を継続して実施。

【検討成果】
■CIM導⼊ガイドライン（案）の改定
■契約図書試⾏ガイドライン（案）の作成
■BIM/CIM活⽤における「段階モデル確認

書」作成⼿引き【試⾏版】（案）の作成
■ソフトウェア確認要件（案）の作成 等

【検討成果】
■ CIM導⼊ガイドライン（案）の改定
■ 3次元モデル表記標準（案）の策定
■ ⼟⽊⼯事数量算出要領（案）の改定
■ リクワイヤメントの改定 等

H29年度

H30年度

R元年度

ガイドライン（案）に対する意⾒
成果品作成の⼿引き（案）に対する意⾒
リクワイヤメントの実施に関するアンケート

具体的な課題解決に向けた実態調査アンケート

CIM導⼊推進委員会において議論
制度等検討 フォローアップ

BIM/CIM推進委員会各WG等において検討

各種マニュアルやソフトウェア確認要件（案）に
対する意⾒
BIM/CIMに係る海外動向
リクワイヤメントの実施状況の分析

BIM/CIM推進委員会各WGにおいて検討

【検討等成果】
■CIM導⼊ガイドライン（案）の改定
■契約図書試⾏ガイドライン（案）の改定
■情報共有システム活⽤ガイドラインの改定
■ポータルサイトの開設
■建築BIMへの取組 等

各種マニュアルやソフトウェア確認要件（案）に
対する意⾒
BIM/CIMに係る海外動向
リクワイヤメントの実施状況の分析
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第3回 BIM/CIM推進委員会
資料1 R02.02.05

・ BIM/CIMのデータ仕様等について、実施結果を踏まえて標準化を図る。
・ また、規格・技術及び提⾔等を⼀元管理し、BIM/CIMに関する協調領域の拡⼤を図る。

各検討項目のロードマップ案 （1/4） 規格・技術の統一化

基準
実施

基準
要領

基準
要領

基準
国際

国際
標準

基準
要領

国際
標準
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第3回 BIM/CIM推進委員会
資料1 R02.02.05

・ BIM/CIMの段階的な運⽤拡⼤に向け、現時点での普及程度を踏まえた上で、国⼟交通省とし
て⽰すべき⽅針及び課題解決を適宜推進する。

各検討項目のロードマップ案（2/4） 適用事業の拡大

基準
要領

基準
要領

基準
要領

実施
体制

実施
体制

実施
体制
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第3回 BIM/CIM推進委員会
資料1 R02.02.05

・ BIM/CIMの活⽤による建設⽣産・管理システム全体の効率化・⾼度化を⽬指す。
・ 併せて、成果品の⼆次利⽤等、建設⽣産・管理システムの枠を超えた活⽤を⽬指す。

各検討項目のロードマップ案 （3/4） 高度利活用

実施
体制

活⽤
促進

国際
標準

基準
要領

実施
体制
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第3回 BIM/CIM推進委員会
資料1 R02.02.05

・ BIM/CIMの普及に向けて、受発注者のBIM/CIM実施体制等を整備する。
・ モデル作成の効率化のために必要な措置について検討し、適宜実装を推進する。

各検討項目のロードマップ案 （4/4） 普及促進

実施
体制

実施
体制

実施
体制

実施
体制

活⽤
促進

活⽤
促進

活⽤
促進
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BIM/CIM活⽤業務・⼯事の推移（令和元年12⽉31⽇時点）

76
3840

11

○ H24年度から橋梁、ダム等を対象に3次元設計（BIM/CIM）を導⼊し、着実に増加。
○ 令和元年度の新規事業件数は、400件（業務＋⼯事）の実施を⽬標。

⇒ 12⽉末現在におけるBIM/CIM活⽤業務・⼯事の適⽤件数は262件。
その他、未契約・未協議であるが実施の⾒込みが⾼い業務・⼯事を含め約420件を⾒込む。

累計事業数(H30末時点） 設計業務︓291件 ⼯事︓339件 合計︓630件

132121

⼯事
設計業務

212

(⽬標)
400 (

適
⽤
⾒
込
み)

約160

262

【2月5日第3回BIM/CIM推進委員会資料】
全国でのBIM/CIM実施状況
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18

○ 12⽉末現在におけるBIM/CIM活⽤業務・⼯事の適⽤件数は262件の各地⽅整備局の内訳。

36

25

⼯事
設計業務

10

17
22

5

79
183

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】

全国でのBIM/CIM実施状況
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測量 地質調査 概略設計 予備設計 詳細設計 その他 ⼯事

○ 12⽉末現在におけるBIM/CIM活⽤業務・⼯事の適⽤件数は262件のプロセス毎の内訳。
○ 予備・概略設計での活⽤が約３倍（9→26件）に増加。割合も約１割増加。⼤規模構造物に

おける概略設計・予備設計のBIM/CIM積極的導⼊の推進が寄与している。
○ 詳細設計のBIM/CIM成果品がある⼯事についてBIM/CIMを原則適⽤の推進により、⼯事におい

て、現時点で昨年度の活⽤数を超えており、更なる活⽤が⾒込まれる。
○ ⼤規模構造物詳細設計においてBIM/CIMを原則適⽤（継続）の推進により、⼯事と同様に詳細

設計も更なる活⽤が⾒込まれる。

平成30年度
令和元年度

212
262

（検討業務等）

6％（9/147）
→14％（26/183）

で約１割増加

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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0

50

100

測量 地質調査 河川
構造物等

砂防 ダム 道路 地下
構造物

トンネル 橋梁 その他

○ 12⽉末現在におけるBIM/CIM活⽤業務183件の⼯種別の内訳。
○ 例年どおり、橋梁での活⽤が多く、全体の５割。道路での活⽤が３倍（9→31件）に増加。割合

も1割増加。略設計・予備設計のBIM/CIM積極的導⼊の推進が寄与。併せて、橋梁等の⼤規模構
造物への活⽤から道路設計の活⽤にも拡⼤されてきている。

平成30年度
令和元年度

147
183

（公共施設検討）

※ダム関連で実施される道路、橋梁等の設計は各工種で計上

54％（79/147）
→51％（94/183）

6％（9/147）
→17％（31/183）

内予備設計2→9件増加
（４倍１割増）

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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⼟⼯ 河川
構造物

砂防 ダム 橋梁下部 PC上部 鋼橋上部 他橋梁 トンネル その他

○ 12⽉末現在におけるBIM/CIM活⽤⼯事79件の⼯種別の内訳。
○ 例年どおり、橋梁での活⽤が多く、全体の6割。昨年度より減少。⼟⼯が⼤きく増加。橋梁等の⼤

規模構造物への活⽤から道路⼟⼯・河川⼟⼯の活⽤にも拡⼤されてきている。

平成30年度
令和元年度

65
79

（法面・共同溝）

橋梁全体71％（46/65）
→62％（49/79）

橋梁全体：46件→49件
（河川・道路等）

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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 ⼤規模構造物詳細設計において
BIM/CIMを原則適⽤

 さらに、詳細設計のBIM/CIM成果品が
ある⼯事についてBIM/CIMを原則適⽤

 ⼤規模構造物については、概略設計、
予備設計においてもBIM/CIMの導⼊を
積極的に推進

令和２年度 BIM/CIM活用の実施方針 対象の拡大

令和元年度 実施方針 令和２年度 実施方針

 ⼤規模構造物予備設計からBIM/CIM
を原則適⽤

 さらに、前⼯程で作成した３次元データ
の成果品がある業務・⼯事について
BIM/CIMを原則適⽤

 ⼤規模構造物については、概略設計に
おいてもBIM/CIMの導⼊を積極的に推
進

 令和５年度までに⼩規模を除く全ての公共⼯事についてBIM/CIMを活⽤
 BIM/CIMの更なる拡⼤を図るためには、適⽤可能な範囲から適⽤し、発注者が⾃ら

BIM/CIMを活⽤していくことが必要
 建設⽣産・管理システムの⼀貫した3次元データの活⽤を前提に、原則適⽤範囲を拡⼤
 令和２年度の⽬標については、次回推進委員会において公表

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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令和２年度 BIM/CIM活用の実施方針 ﾘｸﾜｲﾔﾒﾝﾄの設定

• リクワイヤメントの設定は、ガイドライン等の改定に向けた課題抽出が⽬的。
• 選択項⽬の実施にあたっては、試⾏であることに留意し、実施可能な範囲にとどめる。
• 必須項⽬に反映していくことを前提に、選択項⽬については積極的な挑戦を前提とする。

要求事項（リクワイヤメント）選択項⽬ （②を必須とし、各業務・工事で複数項目（原則4項目以上）設定）

項⽬ ⽬的 概要
①段階モデル確認書を活⽤した

BIM/CIMモデルの品質確保
• CIMモデルの品質向上
• マニュアルの試⾏・改善

• BIM/CIM活⽤項⽬を実施するにあたり、「段階モデル確認書」に基づきBIM/CIMモ
デルの共有、確認等を実施し、活⽤した場合の効果や課題について抽出すること

②情報共有システムを活⽤した
関係者間における情報連携

• 情報共有の制度化
• ASP機能要件の改善

• 建設⽣産プロセス全体における品質確保を図るため、情報共有システムの３次元デー
タ等表⽰機能等を活⽤し、受発注者等の関係者間における情報連携を実施すること

③後⼯程における活⽤を前提と
する属性情報の付与

• 属性情報の標準化
• ガイドラインの拡充

• ガイドラインに沿った属性情報以外に、当該事業の特性等から追加すべき属性情報を
検討し、その利⽤⽬的や利⽤にあたっての留意点等を⼀覧表としてとりまとめること

④⼯期設定⽀援システム等と
連携した設計⼯期の検討

• 4Dモデルの標準化
• マニュアル化の基礎資料

• 『設計－施⼯間の情報連携のための４次元モデルの考え⽅(案）』を参考に、想定す
る施⼯順序等と連動するよう、施⼯ステップ等に沿ったBIM/CIMモデルを構築すること

⑤BIM/CIMモデルを活⽤した
⾃動数量算出

• 5Dモデルの基礎資料
• 新積算⼿法の検討

• BIM/CIMモデルから概算事業費の算出に必要な各数量を算出するとともに、算出さ
れた数量に基づく概算事業費の算出を⾏うこと

⑥契約図書としての機能を具備
するBIM/CIMモデルの構築

• 3DAモデルの課題整理
• 表記標準の試⾏・改善

• 「表記標準」に従い、契約図書としての要件を備えたBIM/CIMモデルを作成すること。
また、作成した３次元モデルと２次元図⾯との整合性について確認すること

⑦異なるソフトウェア間で互換性
のあるBIM/CIMモデル作成

• 照査の品質向上
• 3D照査⼿法の構築

• IFC形式またはJ-LandXML形式のBIM/CIMモデルについて、異なるソフトウェア間に
おける属性情報の⽋落、参照情報のリンク切れ等の互換性を確認すること

⑧BIM/CIMモデルを活⽤した
効率的な照査

• 照査の品質向上
• 3D照査⼿法の構築

• ３次元モデル及び属性情報を活⽤することで効率的かつ確実な実施が⾒込まれるも
のの選定を⾏い、BIM/CIMモデルを活⽤した効率的な照査を実施すること

⑨BIM/CIMを活⽤した監督・
検査の効率化

• 監督・検査の効率化
• マニュアルの拡充

• ICTを活⽤した３次元計測と連携しすることでBIM/CIMモデルを活⽤した効率的かつ
確実な監督・検査の実施に向け、必要な事項を取りまとめること

⑩後段階におけるBIM/CIMの
効率的な活⽤⽅策の検討

• フロントローディング
• 施⼯の合理化

• CIMモデルを⽤いた仮設計画、施⼯計画を⾏うこと
• ３次元計測と連携した出来形管理を検討、実施すること

業務
⼯事
業務
⼯事
業務
⼯事

業務
⼯事

業務
⼯事

業務
⼯事

業務
(⼯事)

(業務)
⼯事

業務
⼯事

新
規

業務
⼯事

新
規

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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設計段階におけるBIM/CIM事例から見える課題

詳細設計 施工
維持・
管理

受発注者
協議

受注者が２Dで
設計図作成

成果物
納品

発注者確認

受注者が２Dで
数量計算書作成

発注者確認

受注者が３Dで
設計図作成

発注者確認

発注者が
BIM/CIMの活

用内容や手順
を受注者に示
す必要がある

BIM/CIMモデ

ルを活用した
照査方法を整
理する必要が
ある

BIM/CIMモデ

ルを活用した
数量算出方
法を整理する
必要がある

BIM/CIMモデ

ルに付与すべ
き属性情報を
整理する必要
がある

2Dと3Dの

二重納品に
よる負担を
減らす必要
がある

施工、維持管理を
考慮した効果的な
フロントローディン
グ方法を整理する
必要がある

業務効率化のために実施 生産プロセスの高度化のために実施

①段階モデル確認書
を活⽤した
BIM/CIMモデル
の品質確保

②情報共有システム
を活⽤した関係者
間における情報連
携

③後⼯程における活
⽤を前提とする属
性情報の付与

④⼯期設定⽀援システム
等と連携した設計⼯期
の検討

⑤BIM/CIMモデルを
活⽤した⾃動数
量算出

⑥契約図書として
の機能を具備
するBIM/CIM
モデルの構築

⑧BIM/CIMモデル
を活⽤した効率
的な照査

⑩後段階における
BIM/CIMの効率的な
活⽤⽅策の検討

各課題に対応するリクワイヤメント

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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設計 施工
維持・
管理

施工段階におけるBIM/CIM事例から見える課題

発注者が
BIM/CIMの活

用内容や手順
を受注者に示
す必要がある

BIM/CIMモデル

を活用した効率
的な監督検査
方法を整理する
必要がある

BIM/CIMモデルを

活用した効率的な
数量算出、工期変
更方法を整理する
必要がある

BIM/CIMモデ

ルを活用した
照査方法を
整理する必
要がある

2Dと3Dの

二重納品に
よる負担を
減らす必要
がある

業務効率化のために実施 生産プロセスの高度化のために実施

受発注者
協議

受注者が３Dを分

割し、関係者と施
工手順等を確
認。施工図等を２
Dで作成し、施工

発注者確認

受注者が施工記
録等を施工報告
書等として紙で作
成。BIM/CIMモ
デルはそのまま

成果物
納品
(完成図)

発注者確認 発注者確認

受発注者が設
計変更に係る
協議を実施
（２D）

維持管理を考慮
しBIM/CIMモデ

ルに付与すべき
属性情報を整理
する必要がある

①段階モデル確認書
を活⽤した
BIM/CIMモデル
の品質確保

②情報共有システム
を活⽤した関係者
間における情報連
携

③後⼯程における活⽤を
前提とする属性情報
の付与

④⼯期設定⽀援システム
等と連携した設計⼯期
の検討

⑤BIM/CIMモデルを活⽤
した⾃動数量算出

⑥契約図書として
の機能を具備
するBIM/CIM
モデルの構築

⑧BIM/CIMモデル
を活⽤した効率
的な照査

⑩後段階における
BIM/CIMの効率的
な活⽤⽅策の検討

⑨BIM/CIMを活⽤した
監督・検査の効率化

各課題に対応するリクワイヤメント

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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『３次元情報活用モデル事業』におけるBIM/CIMの高度利活用

⼩禄道路

⼀般国道５号 倶知安余市道路

鳴瀬川総合開発事業

・中部横断⾃動⾞道
・新⼭梨環状道路

⼤河津分⽔路改修事業

国道２号⼤樋橋⻄⾼架橋

・円⼭川中郷遊⽔地整備事業
・北近畿豊岡⾃動⾞道 豊岡道路

新丸⼭ダム建設事業

松⼭外環状道路インター東線

⽴野ダム本体建設事業

モデル事務所

事業段階 ３次元情報活⽤モデル事業 i-Constructionモデル事務所

維持管理※ 中部横断⾃動⾞道 甲府河川国道事務所 【関東】

施⼯ ⼀般国道５号 倶知安余市道路 ⼩樽開発建設部 【北海道】

施⼯ ⼤河津分⽔路改修事業 信濃川河川事務所 【北陸】

施⼯ 円⼭川中郷遊⽔地整備事業 豊岡河川国道事務所 【近畿】

施⼯ 北近畿豊岡⾃動⾞道 豊岡道路 豊岡河川国道事務所 【近畿】

施⼯ 国道２号⼤樋橋⻄⾼架橋 岡⼭国道事務所 【中国】

施⼯ ⽴野ダム本体建設事業 ⽴野ダム⼯事事務所 【九州】

詳細設計 新丸⼭ダム建設事業 新丸⼭ダム⼯事事務所 【中部】

詳細設計 ⼩禄道路 南部国道事務所 【沖縄】

予備・詳細設計 新⼭梨環状道路 甲府河川国道事務所 【関東】

予備設計 鳴瀬川総合開発事業 鳴瀬川総合開発⼯事事務所 【東北】

予備設計 松⼭外環状道路インター東線 松⼭河川国道事務所 【四国】

※ ⼀部開通済、
2020年全線開通予定

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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モデル事務所における主たる検討事項

地整等 事業名 検討事項 学識経験者等

関東 中部横断⾃動⾞道 １．３次元を活⽤した維持管理の検討
２．維持管理を⾒据えたBIM/CIMの検討

⼩澤教授
（東京⼤学）

北海道 ⼀般国道 ５号
倶知安余市道路

１．施⼯管理でのBIM/CIMの活⽤検討
２．維持管理を⾒据えたBIM/CIM活⽤の検討

髙野教授
（北海道⼤学）

北陸 ⼤河津分⽔路改修事業 １．監督・検査でのBIM/CIMの活⽤検討
２．統合CIMモデル活⽤のフォローアップ

⼩林特任教授
（熊本⼤学）

近畿
円⼭川中郷遊⽔池整備事業 １．３次元データを契約図書とする⼯事に向けての検討

２．「段階モデル確認書」活⽤に向けての検討
⼤⻄名誉教授
（京都⼤学）北近畿豊岡⾃動⾞道豊岡道路

中国 国道２号
⼤樋橋⻄⾼架橋 １．調査・設計から施⼯や維持管理に活⽤できるBIM/CIMの検討 ⼩澤教授

（東京⼤学）

九州 ⽴野ダム
本体建設事業

１．細かい施⼯ステップの検討
２．監督・検査でのBIM/CIMの活⽤検討
３．維持管理を⾒据えたBIM/CIM活⽤の検討

⼩林特任教授
（熊本⼤学）

中部 新丸⼭ダム建設事業 １．業務プロセスの改善の検討 秀島教授
（名古屋⼯業⼤学）

沖縄 ⼩禄道路 １．CIMモデルにおける統合管理のやり⽅の検討 神⾕准教授
（琉球⼤学）

関東 新⼭梨環状道路 １．「段階モデル確認書」活⽤の検討
２．予備設計から詳細設計へのデータ引渡しに関する検討

⼩澤教授
（東京⼤学）

東北 鳴瀬川総合開発事業 １．測量業務、地質業務でBIM/CIM活⽤検討 蒔苗教授
（宮城⼤学）

四国 松⼭外環状道路インター東線 １．測量業務、地質業務でBIM/CIM活⽤検討 中畑教授
（愛媛⼤学）

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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令和２年度 ＢＩＭ/ＣＩＭ推進委員会の体制について

 令和２年度における検討にあたっては、令和元年度に設置したWGを引き続き継続し、BIM/CIMを活
⽤した建設⽣産・管理システムの品質確保、受発注者双⽅の⽣産性向上に向けた議論を推進する。

 具体的な施策の検討にあたってはＷＧにおいて議論するとともに、相互に連携をはかる。

⼟⽊学会

技術検討成果の連携・共有

BIM/CIM⼈材の
教育⽀援

ICT導⼊
協議会

ガイドライン、要領基準類の整備、改定

Ⅰ 基準要領等検討WG

・実務者レベルでの委員会・
WGの円滑な運営支援

・データ利活用の検討

幹事会

Ⅱ 実施体制検討WG

効率的な活⽤に向けた実施体制の検討

標準化委員会
（JACIC)

標準化、BIM/CIM
全体像の検討共有

bSJ buildingSMART International国際⼟⽊委員会

Ⅲ 国際標準対応WG

国際標準を踏まえた標準化の検討 実務者におけるBIM/CIMの課題克服

Ⅳ 活用促進WG

ＢＩＭ/ＣＩＭ推進委員会

■ 役割 建設生産プロセス全体への3次元データ等の利活用の推進及び
普及に関する目標や方針の検討、具体的な方策の意思決定

■ 体制 官：国土交通省（主務：技術調査課）等、学：学識者、土木学会等、
産：建設業、建設関連業、ソフトウェアベンダー団体 等

国際標準化への対応連携

連携

各地⽅整備局等

実施状況の共有、結果の分析

実施体制の改善検討

※ BIM/CIMとは、Society5.0における新たな社会資本整備を⾒据え、建設⽣産・管理システムにおいて3次元モデルを導⼊し、事業全体で情報を共有することにより⼀連の建設⽣産・管理システムの効率化・⾼度化を図ることをいう。

建築BIM活⽤に向けた市場環境の整備

Ⅴ 建築分野における検討WG
（建築BIM推進会議）

【4月24日第1回BIM/CIM担当者会議資料】
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中部地方整備局における BIM/CIM活用の取り組み方針（案）

令和５（２０２３）年度の全面展開に向けた、中部地方整備局の取り組み方針（案）

BIM/CIM活用 ＝ 誰もが普通に３次元データを取り扱い、仕事（事業執行）するようになる

そのために、

１）スピード感を持った人材育成が必要（発注者）

２）事業執行するうえで、実務（業務）として具体的な活用方法を検討（BIM/CIMはツール）

令和２年度

令和４年度

直轄事業の改築⼯事にてBIM/CIM活⽤を原則適⽤
維持管理業務にて３Dデータを活⽤した運⽤を開始

令和３年度

令和５年度

⼈材育成センター、DXルームの整備
研修計画を策定、⼈材の発掘

BIM/CIM活⽤業務、⼯事の事例を収
集して、各段階における好事例を公表

⼈材育成センターにて研修開始
発注者向け、受注者向け施設活⽤

・施⼯段階における具体的な活⽤
設計データの取り込み、属性情報等
過度なモデルとしない、データ蓄積⽅法

・維持管理段階の活⽤⽅法
R2に取得する３Dデータの活⽤
道路パトロールシステムとの連携等

オンライン研修を活⽤して裾野拡⼤
発注者の実務に即した講義

60



令和２年度 BIM/CIM活用の具体的な取り組み（案）

BIM/CIMをツールとして活用できるようになるための人材育成システムを構築

１）人材育成センター、DXルームを整備

中部技術事務所に人材育成センター、整備局にDXルームを今年度中に整備

２）次年度以降の研修計画を策定

人材育成センターの整備と並行して、研修計画を策定

全国統一のカリキュラムと、整備局独自の人材育成センター活用方法（例：大学・企業との連携）

３）人材（中部地整の職員）発掘

適用できるものからBIM/CIMを活用して、活用事例を検証する

１）新規事業箇所では、フロントローディングとして予備設計段階からモデル構築

次の段階（詳細設計～施工）で活用するためのモデルを検証 【BIM/CIMの理想型（先行投資）】

２）施工段階では、ICT施工にBIM/CIMモデル（３次元データ）を活用

設計段階で作成した３Dデータの取り扱いを検証 【施工時（工事受注者）の活用】

３）維持管理段階では、既設施設（管理物）の３次元データを活用

道路（直轄管理国道の３Dデータ取得：MMS）、河川（直轄管理河川の３Dデータ取得：LP）

取得する３Dデータの活用方法を検討 【管理者としての活用】

１）人材育成

２）活用方法の検討
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○新規事業箇所（国道４２号熊野道路、天竜川地すべり事業 等）
・業務及び工事：BIM/CIMを原則適用（発注者指定型）
※ 設計～施工段階で適用することで、活用効果を検証

○i-Constructionモデル事務所のモデル事業 （新丸山ダム建設事業）
・業務及び工事：BIM/CIMを原則適用（発注者指定型）
※ トップランナーとして、BIM/CIM活用を推進

○その他の事業
・BIM/CIM活用の効果が見込まれる業務及び工事に適用（発注者指定型）

令和2年度 発注方針
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中部地整のBIM/CIM活用業務・工事

【参考】令和２年度 新規事業個所
木曽川上流河川改修事業（野中地区）、狩野川河川改修事業（徳倉地区）
菊川河川改修事業（半済地区）、矢作川河川改修事業（渡合地区）

国道２３号 鈴鹿四日市道路
国道１５３号 伊駒アルプスロード



本省DX
ルーム

つくば
データ

センター

86DX
ネット
ワーク

83DX
ネット
ワーク

85本局
DXルーム

新丸⼭
ダム⼯事
事務所

・就活⽣、異業種への
最新技術のPR

・企業等との意⾒交換
・３Dデータストック
・本省、つくばとの連携
・中技研修調整・共有
・新丸現場調整・共有

・BIM/CIM研修(官⺠)
・効果実感プログラムの実施

実現場のVRによる監督検査。
実設計に基づく施⼯への課題検討。
建設機械遠隔操作、⾃動化施⼯体

験。
・実現場を⽤いた学⽣・⼀般向け最新

技術のPR
・BIM/CIM技術開発⽀援（産学）
・異業種マッチング
・防災拠点機能

中部技術
事務所

BIM/CIM
センター

・BIM/CIM設計の実運⽤
・設備設計との整合性確認
・４D化による施⼯⼿順の合理化
・ドローン、ウェアラブルカメラ

の実装によるデータ収集
・ダム施⼯のICT化、無⼈化、⾃

動施⼯の試験実装
・ARの活⽤による監督検査の効

率化
・施設管理データの収集による

管理、点検、更新の効率化検討

中部愛-Conラボ（仮称）イメージ

中部愛-Conラボ

リアルフィールド バーチャルフィールド

バーチャル新丸山ダムi‐Conモデル事務所

交流フィールド

人材育成センター １F（VR体験エリア）

２F
（研修
エリア）

無人化・自動化機械

ARでの現地確認

オンライン会議

助言
アドバイス

センター
の活用

中部地整
BIM/CIM

活用検討会
名古屋工業大学

秀島教授
業界団体

施工
現場 ダム３Dモデル グラウト３Dモデル

89DX
ネット
ワーク
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２F BIM/CIMセンター

１F 体験エリア

中部技術事務所 ⼈材育成センター イメージ図
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BIM/CIM活用人材育成機能

現場フィールドとダイレクトに接続できる中部愛-Conラボ（仮称）の整備
バーチャル新丸山ダム
BIM/CIMフル活用事業としての新丸山ダムを中部技術事務所の中部愛-Conラボ（仮称）で再現し体験

【利用対象】 体験目的・内容（案）
【運用者】 BIM/CIMを用いた施工進捗管理、品質管理を体験し効率化を実感。
【設計者】 コンサルタントが実設計を用いて、設計から施工への課題を検討。
【施工者】 施工業者が３Dデータの活用によるＩＣＴ施工や自動化による生産性向上を疑似体験。
【一 般】 最新技術で既存ダムをリノベーションを実感。
【学 生】 土木の最新技術に触れることで土木建設業界へ興味・関心を高める。
【異業種】 土木の世界に異業種のノウハウが生かせないかヒントを掴んでもらう。
【維持・修繕】 内部施設の詳細な位置や施工時のデータを、施設点検や更新計画に活用。
【体 験】 現地へ行かなくても、新丸山ダムのスケールの大きさ、BIM/CIM技術を実感。
【災害時】 研修所には防災拠点機能。無人化ICT建機は被災地へ派遣。

自律・自動建設機械

【ＶＲ活用】
３Ｄデータを用いて
ダム工事現場や完成後
の施設をラボで再現

事業
PR

活用
体験

次世代AV設備
（モニター、VR・AR機器等）

無人化施工ICT建機
遠隔操作システム等

活用
体験
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【運用者（直轄、自治体職員）】 効果実感プログラム
施工進捗管理、品質管理を体験し効率化を実感
・BIM/CIMモデルとLS,ＵＡＶ計測等により得られた点群データ等を重ね合わせ、３D設計データの
作成を体験。
・ICT建機による施工データ（出来形）と設計データから施工管理を体験。
・ウェアラブルカメラ、ＶＲ・AR技術を活用した監督検査の合理化を体験。
・現地に行くことなく、室内のＶＲ空間内で施工管理基準に定められた出来形の確認、検証を実施。

BIM/CIM活用人材育成機能を活用した研修計画（案）

中部技術事務所に整備
人材育成センター：高性能PC、ソフト、VR・AR関係機器（モニター、携帯端末、ウェアラブルカメラ、サーバ等）
現場フィールド:測量機器（地上型LS,GNSS測量機等）、無人化施工ICT建機、遠隔無線操縦システム

中部技術現場フィールド
中部技術現場フィールド
人材育成センター
（施工現場からデータ伝送）

人材育成センター １F（VR体験エリア）

２F
（研修
エリア）
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BIM/CIM活用人材育成機能を活用した研修計画（案）

中部技術事務所、本局DXルームに整備
高性能PC、ソフト、VR・AR関係機器

【施工者（中小ゼネコン）】 最新技術を疑似体験
３Ｄデータの活用によるＩＣＴ施工や自動化による生産性向上を疑似体験

・自律自動のＩＣＴ建機（油圧ショベル、ブルドーザ）が実際に施工する様子を遠隔で見学して疑似
体験。 現場施工の効率化につながる最新技術の導入検討のきっかけ作り。

【設計者（コンサル）】 課題検討
実設計を用いて、設計から施工への課題を検討
・工事現場（実空間）とBIM/ＣＩＭモデル（設計データ）を重畳することにより、施工時の課題、注意点
等を抽出。 現場施工の効率化につなげる。
・高性能PC（推奨スペック以上）に最新のBIM/CIMソフト（VR等含む）を導入して、次のステップ（施
工～維持管理）に活用できる設計データ作成時の課題を検討。

中部技術事務所に整備
高性能PC、ソフト、VR・AR関係機器

無人化施工ICT建機、遠隔無線操縦システム

中部技術
現場フィールド
人材育成センター
（遠隔操作体験）
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BIM/CIM活用人材育成機能を活用した研修計画（案）

【一般、学生】 事業PR,最新技術の紹介
・最新技術で既存ダムをリノベーションを実感
・最新技術に触れることで土木建築業界への興味・関心を高める

【異業種（IT人材）】 最新技術の意見交換
・ICT技術の情報交換により、お互いのノウハウを共有して活用を図る

中部技術事務所、新丸山ダムに整備
高性能PC、ソフト、VR・AR関係機器、無人化施工ICT建機、遠隔無線操縦システム

中部技術事務所、本局DXルームに整備
高性能PC、ソフト、VR・AR関係機器

【災害時】
・防災拠点機能
・無人化ICT建機は被災地へ派遣
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地⽅整備局
69

BIM/CIMの推進による更なる３次元データ利活用

i-Construction中部ブロック推進本部 資料
【BIM/CIM編】

http://www.cbr.mlit.go.jp/construction.html



令和元年度のモデル事務所におけるBIM/CIMの取組

＜新丸山ダム建設事業の特徴＞
木曽川本川に位置する既存ダム（丸山ダム）の直下流に設置する
既存ダムの洪水調整機能を維持しながら建設して、継続的な維持管理が必要

【BIM/CIMモデルを共通プラットフォームとして、情報の一元管理に活用】
●維持管理に必要となる設計施工データの項目（属性情報）を検討

維持管理段階に「管理者として必要な情報」が速やかに得られる【業務の効率化を期待】
⇒ 将来管理に必要な情報を「いま（設計施工時）」整備【フロントローディング】

モデル事務所【新丸山ダム事業】におけるBIM/CIM活用の必要性
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【放流設備モデル】【新堤体モデル】【現況ダムサイトモデル】

・地質調査、本体設計、放流設備設計で作成したそれぞれのモデルを統合。ダム本体モデルの作成

【統合モデル】

ダム本体モデルのイメージ（設計段階で作成するモデル）

【地質モデル】 ※イメージ

出典：立野ダム及びダム事業におけるCIM 活用方法の検討について 71



令和２年度のBIM/CIM実施予定

クラウドによる「情報共有システム」を活用することで、BIM/CIMモデル情報を
一括管理、関係者間にて情報共有する

令和元年度に作成・検討した「ダム本体モデル」に加えて、「統合モデル」を作成し
て、クラウドによる「情報共有システム」の構築に向けた検討等を行う。

DB

地すべりモデル

検索

・データ構成
・管理カード

ベースモデル*

各個別モデル

付替え道路モデル

ダム本体モデル

原石山モデル

データベース

プラットフォーム
（クラウド）

DB DB ・・・・

統合モデル

＊広域地形モデルに個別モデ
ルが統合されたモデル

属性情報・外部情報
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橋梁におけるBIM/CIMの活用【照査及び実用段階での活用】
中 部 地 方 整 備 局

CIMモデルによる照査の実施

実施段階でのCIMモデルの活用

杭頭鉄筋と橋脚基礎鉄筋のCIMモデルを作成

岐阜国道事務所 東海環状自動車道 大野神戸ＩＣ下部工事

【内容】
CIMモデルによる照査の実施 ：当初設計の杭頭鉄筋と橋脚基礎鉄筋との干渉をチェック。
実施段階でのCIMモデルの活用：測量成果を基に鉄筋同士の干渉をチェックし、検討モデルを作成。

杭頭鉄筋（実測）と橋脚基礎鉄筋（当初）では干渉あり

〈杭頭処理後、鉄筋天端を測量〉 〈杭頭鉄筋測量後のCIMモデル〉

干渉を避けたCIMモデルを作成

〈干渉しないよう橋脚基礎鉄筋を調整〉

鉄筋同士の干渉はなし

杭頭鉄筋

橋脚基礎鉄筋

CIMモデルを活用し、補
強鉄筋が必要ないことを
確認。
事前協議に活用するこ
とができ、作業効率の向
上が図れた。

干渉箇所
干渉解消箇所

73



トンネルにおけるBIM/CIMの活用【照査・施工・維持管理での活用】
中 部 地 方 整 備 局

CIMモデルによる照査の実施

施工段階でのCIMモデルの活用

紀勢国道事務所 熊野道路北部トンネル設計

【内容】
CIMモデルによる照査の実施 ：坑口部付近の配管・配線の干渉チェック及び施工時の課題箇所の抽出。
施工段階でのCIMモデルの活用：施工段階ごとのCIMモデルを作成。
維持管理段階での活用 ：施工、点検等の情報を付与できるCIMモデルを作成。

坑口部及び周辺部をモデル化

坑口部付近の配管・配線の干渉なし

モデル化による施工時の課題箇所抽出

施工面と現道切り
回し時の干渉確認。

オープン掘削範囲
の影響確認。

流末の妥当性確認。

① ② ③

④ ⑤ ⑥

各ステップ間に大きな矛盾のないことを確認

維持管理段階での活用
・施工⇒点検⇒設備更新等の情報をCIMモデルに紐付け
・施工時、維持管理等に発生するデータの一元管理に寄与

〈維持管理時のモデルへの情報付与イメージ〉

トンネルに変状が生じた
場合、原因の推定等にお
ける判断の意思決定が
容易となる。
設備関係の情報を集約
することで、予防保全に
つながる。
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地すべりにおけるBIM/CIMの活用
中 部 地 方 整 備 局

地形モデルの作成

計画施設におけるモデルの作成

天竜川上流河川事務所 此田地区 地すべり対策

【内容】
地形モデルの作成 ：航空レーザ測量を用いた詳細な地形モデルの作成。
計画施設におけるモデルの作成 ：対策計画で配置した抑制工をモデル化。

航空機を利用した測量で地形モデルを作成

〈航空レーザ測量の概念図〉 〈地形モデル（等高線表示）〉

地形状況を目的に応じて強調表現（標高、凹凸、傾斜）することが可能

〈既設構造物のモデル化〉

既設構造物

〈対策計画で配置した抑制工のモデル化〉

既設構造物（横ボーリング・集水井工）をモデル化

既存施設
計画施設

〈施設台帳をリンク付け〉

計画施設が水位面より深い位置に配置していることを三次元で把握

〈地形起伏図〉

計画施設
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

②全体最適の導入
これまでの取り組み

中部地方整備局
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② 全体最適の導入（コンクリート工の規格標準化等）
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② 全体最適の導入（コンクリート工の規格標準化等）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

③施工時期の標準化
これまでの取り組み

中部地方整備局
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③ 施工時期の平準化

80



【令和元年度の目標】

平成30年度 令和元年度 結果

国 0.82 → 0.77 -0.05

県 0.75 → 0.77 +0.02

政令市 0.67 → 0.70 +0.03

市町村 0.43 → 0.56 +0.13

目標：各国･県･政令市は前年度以上の平準化率(α)※を目指す

各市町村は「取組推進工事※」の平準化率の推進を図る

※ 平準化率(α)＝年度の4月～6月の平均稼働件数／年度の平均稼働件数

※ 取組推進工事＝工事金額が35百万円以上の工事

取組結果 （平成30年度 → 令和元年度） 平準化率（α）

全国平均(H30) 国 0.85
都道府県 0.75
市町村 0.55

③ 施工時期の平準化
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中部ブロック発注者協議会

○ 個の機関で平準化率が低下しているが、県・政令市では平準化率が上昇
○ 市町村では、平準化率が上昇。 岐阜県内はα＝0.38→0.65 急上昇

平準化率（α）の推移

順位 市町村名 平準化率（α）

１ 東海市（愛知県） ０．８９

２ 伊勢市（三重県） ０．７８

３ ⼤府市（愛知県） ０．７６

４ 豊⽥市（愛知県） ０．７５

５ 三島市（静岡県） ０．７３

ランキング［平準化率(α)］ （⼈⼝10万⼈以上）

ランキング［伸び率］ （⼈⼝10万⼈以上）

順位 市町村名 伸び率（α）

１ 東海市（愛知県） ＋０．３８

２ 袋井市（静岡県） ＋０．３４

３ 豊⽥市（愛知県） ＋０．２７

４ 掛川市（静岡県） ＋０．２５

５ ⼤府市（愛知県） ＋０．２４

※岐⾩県内では、「（さ）積算の前倒し」及び「（そ）早期執⾏の⽬標設定」の取組を実施する市町村が⼤幅に増加

③ 施工時期の平準化
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地⽅整備局
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i-Construction中部ブロック推進本部 資料
【普及促進に向けた施策】

http://www.cbr.mlit.go.jp/construction.html

①発注者向け施策
②受注者向け施策
③担い手向け施策



■ ①発注者 ＩＣＴ活用工事監督職員研修

ＩＣＴ活⽤⼯事の実務における基本知識や円滑な監督・検査業務に必要な運⽤ルールなどを修得するため、基本
知識やより実践的な実務体験を交えた研修を実施。

⽇時︓令和元年7⽉ 17⽇(⽔)〜19⽇(⾦) 20名
令和元年10⽉23⽇(⽔)〜25⽇(⾦) 25名

会場︓中部技術事務所

研修対象者︓中部地整職員、⾃治体職員

カリキュラム
・i-Construction概論
・3次元設計データ作成（３次元ＣＡＤデモ）
・3次元起⼯測量と出来形管理
・ICT建設機械による施⼯
・ICT活⽤⼯事の実施⽅針
・BIM/CIMの実施⽅針
・ICT活⽤⼯事の監督・検査
・ICTアドバイザー制度とICT活⽤⼯事ガイドブック

講師等協⼒団体
・（⼀社）⽇本建設機械施⼯協会
・建設ICT導⼊普及研究会 会員

研修風景(座学)

令和元年度 実施状況

研修風景(3次元計測) 研修風景(ＩＣＴバックホウ体験)
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中 部 地 ⽅ 整 備 局

令和2年7月15日～17日実施予定
自治体職員の参加募集！



研修風景（３次元ＣＡＤ演習）

■ ①発注者 BIM/CIM実務担当職員研修

BIM/CIM活⽤業務・⼯事の実務に必要な知識を修得するため、BIM/CIMの概要、実施⽅針や活⽤事例、３次元
ＣＡＤの基本的な操作⽅法などの研修を実施。

⽇時︓令和元年6⽉19⽇(⽔)〜21⽇(⾦) 20名
令和元年8⽉28⽇(⽔)〜30⽇(⾦) 24名

会場︓中部技術事務所 研修棟

受講者︓中部地整職員（実務担当係⻑）

主なカリキュラム︓
・i-Construction概論
・BIM/CIMの実施⽅針
・BIM/CIM⼊⾨
・３次元ＣＡＤ演習
・BIM/CIM活⽤⽅法
（活⽤場⾯や活⽤事例紹介）

講師等協⼒団体
・Civilユーザ会

研修風景（i-Construction概論）

令和元年度 実施状況

研修風景（BIM/CIM入門）
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中 部 地 ⽅ 整 備 局

令和2年10月21日～23日実施予定
自治体職員の参加募集！



■ ①発注者・②受注者 質問箱の設置

i-Construction中部サポートセンターでは、発注者である国、⾃治体や特殊法⼈等の担当職員及び、受注者であ
る地元建設会社等が抱えるi-Constructionに関する様々な疑問等に答えるべく、「i-Construction質問箱」を令
和元年８⽉に中部サポートセンターＨＰに設置しました。

質問はメールフォームで２４時間３６５⽇受付しているため、夜間での投稿も可能です。
（回答は平⽇昼間となります。）

■掲載URL：http://www.cbr.mlit.go.jp/construction/mailform/information.html i-Construction質問箱i-Construction質問箱 🔍検索

■i-Construction中部サポートセンターページ

■建設ＩＣＴ総合サイト

【注意事項】
○公告中、公告前の個別発注案件に関する質問には⼀切お答えすることができません。
○質問の内容により、当⽅より関係機関に内容の問合せを⾏う場合があります。
○質問の内容により、回答に時間を要する場合があります。
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○建設ＩＣＴの導⼊・普及、i-Constructionを積極的に進めており、昨年度より「ＩＣＴ施⼯講習会」を開催。
○今年度は【初⼼者向けＩＣＴ施⼯講習会】を各県において開催する。
○１⽇間でＩＣＴ施⼯に起⼯測量から施⼯・検査に⾄る⼀連の流れについて習得する事を⽬的とする。

■ ②受注者 ＩＣＴ施工講習会

静岡県︓令和元年11⽉15⽇(⾦)10:00〜17:00 参加者５３名
三重県︓令和元年11⽉27⽇(⽔)10:00〜17:00 参加者４５名
岐⾩県︓令和元年11⽉20⽇(⽔)10:00〜17:00 参加者３７名
愛知県︓令和元年12⽉ 6⽇(⾦)10:00〜17:00 参加者９１名

【カリキュラム（予定）】
時間 講義名 講義内容

10:00〜10:05 開会 開会挨拶

10:05〜11:00 i-Construction概論 建設産業における課題、それを解決するi-Construction・建設ＩＣＴの現状や今後の
⽅向性等について学ぶ

11:00〜12:00 各県におけるＩＣＴ活⽤について 各県におけるＩＣＴ活⽤に関する取り組み・活⽤事例について学ぶ

12:00〜13:00 昼⾷休憩

13:00〜14:00 ３次元設計データ作成 ＩＣＴ施⼯に必要となる３次元設計データの作成⽅法や留意点を、デモンストレーショ
ンを交えて学ぶ

14:00〜15:30 ３次元起⼯測量及び３次元出来形管理 ３次元起⼯測量・出来形管理について、留意点や失敗（克服）事例等、デモンスト
レーションを交えて学ぶ

15:30〜15:40 休憩

15:40〜16:40 ＩＣＴ建設機械による施⼯ ＩＣＴ建設機械の特徴や、ＩＣＴ建設機械を⽣かして⽣産性を向上させる⼿法を学
ぶ

16:40〜17:00 受講修了証授与・閉会 閉会挨拶・受講修了書授与

【開催日時】

参加費無料
ＣＰＤＳ配布予定

Ｉ Ｃ Ｔ 施 工 講 習 会（初心者限定！！）

～「はじめの一歩」を応援します!! ＩＣＴ施工の基礎を学ぼう～

各県開催

主催：建設ＩＣＴ導入普及研究会、各県
共催：(一社)日本建設機械施工協会中部支部、各県建設業協会

三重県での開催風景
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中 部 地 ⽅ 整 備 局【継続】 Ｒ２．１１月の開催予定



http://www2.cbr.mlit.go.jp/
中部地方整備局の

ホームページ（トップページ）

これらのバナーをクリック

■ ②受注者 i-Constructionに関する情報提供
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中 部 地 ⽅ 整 備 局【継続】 随時



■ ②受注者 補助金・税制優遇等の特設サイト

○国土交通省独自でとりまとめた「ＩＣＴ施工に利用できる可能性が高い補助金」に関する情報や補助金事務局が開催する説明会
等の情報などを１箇所にまとめた補助金・税制優遇等に関する特設サイトを開設。

■補助金・税制優遇等特設サイト

■実施機関へのリンク

■ 「ＩＣＴ施工」の導入に関する補助金の紹介

■ 「ＩＣＴ施工」の導入に関する税制・融資制度の紹介
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中 部 地 ⽅ 整 備 局【継続】 随時



■ ②受注者 i-Con中部サポートセンター
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■ ①発注者・②受注者 ＩＣＴ活用工事ガイドブック（案）

ＦＡＱ

ノウハウ集

Ｑ

Ａ

施⼯計画書
の記載例

「ＩＣＴ活用工事の手引き（案）」
をリニューアル

「ＩＣＴ活用工事ガイドブック（案）」へ

導入編

基準類
⼀覧

多様なＩＣＴの活⽤事例

応用編

H31.3.27公表
R2.3.25改定 ＨＰ掲載
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【継続】 Ｒ２．５ 一部改定



■ ③担い手 学生のためのＩＣＴ講座

■講座開催状況
【愛知県】 東海⼯業専⾨学校⾦⼭校（H29.10.13開催） 37名

東海⼯業専⾨学校⾦⼭校（H30. 6.26開催） 44名
名城⼤学（H29.12.22（92名）・H30.1.5（93名）開催） 延べ185名
名城⼤学（H30.12.21開催） 102名
名城⼤学（R1.12.27開催） 92名
名古屋⼯業⾼等学校（H30.2.13開催） 199名
豊⽥⼯業⾼等専⾨学校（H30.6.21開催） 44名
豊⽥⼯業⾼等専⾨学校（R1.7.11開催） 90名
名古屋⼯業⼤学（H30.11.7開催） 60名
名古屋⼯業⼤学（R1.10.29開催） 44名

【岐⾩県】 岐⾩⼯業⾼等専⾨学校（H29.9.28開催） 93名
岐⾩⼤学（H30.1.30開催） 70名

【三重県】 三重県⽴相可⾼等学校（H29.8.22開催） 34名
三重⼤学（H30.11.19開催） 9名
三重⼤学（R1.1.20開催） 7名
四⽇市中央⼯業⾼等学校（R1.9.26開催） 38名

【静岡県】 静岡県⽴科学技術⾼等学校（H29.11.13開催） 41名
静岡県⽴科学技術⾼等学校（H30.10.24開催） 40名

静岡県⽴科学技術⾼等学校(R1.11.14開催） 39名

■講座内容（例）
① 建設業界を取り巻く話題と最新の建設ＩＣＴについて 【座学】
② ＩＣＴを活⽤した測量技術について 【座学・実演】

開 催 概 要

UAVによる記念撮影

○中部地⽅整備局では、建設現場の⽣産性向上・労働者不⾜など、現在「建設産業」が直⾯している様々な課題に対応するため、
建設ＩＣＴの導⼊・普及を積極的に進めており、その⼀環として、平成２９年度より、将来の建設業界を担う⾼校⽣・専⾨学校⽣・
⼤学⽣等を対象とした「ＩＣＴ講座」を（⼀社）⽇本建設機械施⼯協会と協⼒し、管内の学校で順次実施しています。

○「ＩＣＴ講座」では最新の建設ＩＣＴを実際に学び・体験していただくことにより、より⼀層、建設業界に興味・関⼼をもっていただく
ことを⽬的としており、これまで三重・岐⾩・愛知・静岡の延べ20校、1,268名（うち⼥⼦学⽣143名）の学⽣が受講しています。

測量⽤UAV実機を初めて⼿にする学⽣

最新の測量技術を学ぶ学⽣TLSによる教室の点群データ化の実演

建設ICT導⼊普及研究会による講義
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【継続】 随時開催
申込受付中！





各⾃治体からの取り組み状況・活動⽅針等 資料-２

ICTの活用について BIM/CIMの利活用について ICTの活用について BIM/CIMの利活用について

岐阜県

■ICTを活用したモデル工事の試行件数　※()はICT活用件数
〈発注者指定型〉　　〈施工者希望型〉　　〈その他〉
　11件(11件)　　　　　43件(15件)　　　　　6件(6件)

　試行の結果
・平均延べ作業日数(人・日)が、従来施工と比較して約26％削減。
　課題
・ICT建機や３次元データ処理ソフト等の経費が高く、ある程度以上の工事規模が
ないと採算が取れない。
・建設業者におけるICTに関する知識や意識が不足。

　各パターン（既存の２次元設計を３次元化した成果や、既存設計に
３次元データを追加）において現場での利用可否を検証。

　検証の結果
・データ不足により現場では使えない場合がある。
・データ変換がうまくいかない場合がある。
・データの補足なしでは、現場で利用できない場合がある。

　「ICTコーディネーター派遣事業」を実施する予定。

【ICTコーディネーター派遣事業による人材育成計画】
・ICTコーディネーターを県内の施工現場に派遣
・派遣現場において、現場に即した指導、助言を受ける。
・指導現場は、近隣の受発注者に対して公開することで、他への
波及効果を得る。

・昨年度実施した事例のうち、現場で活用できている事例は引き続
き検証作業を行う。
・３次元データとして用意した測量・設計を使って実際の現場に展
開し、検証する予定。

静岡県

■ICT活用工事件数
　122件実施

・「ＩＣＴマイレージプログラム」を開始。
・「静岡県３次元計測技術を用いた出来形管理要領」を策定。

・「スマートガーデンカントリーモデル事業」を開始。
・津波浸水想定の見える化、農業基盤整備の計画検討等で３次元デー
タを活用。

・遠隔臨場の試行要領を策定。
・情報共有システムの活用対象案件を拡大。
・業務委託におけるウェブ会議の活用を推進。
・ICT活用工事を引き続き積極的に推進。

・伊豆西部エリアの基盤データ取得を予定。
・測量業務の現場作業削減及び効率化のため、３次元データを活用
した業務の試行を拡大。

愛知県

■ICT活用工事の着手実績
〈発注者指定型〉　　　〈受注者希望型〉
　ICT土工：11件　　　　 ICT土工：3件
　ICT舗装工：2件        ICT舗装工：2件
　ICT河川：2件          ICT河川：1件

・発注者指定型の規模要件引き下げ及びICT対象工事の拡大を図る。
・現場支援型モデル事業を実施し中小建設業者への普及を図る。

コメントなし ・総合評価落札方式において、ICT活用工事を実施した企業は「企
業の技術力に関する事項」で評価する。
・「ICT活用工事実務講座」を新設し、県若手技術職員を対象に実
施する。
・ICT活用工事の制度見直しを実施

コメントなし

三重県

■ＩＣＴ活用工事（土工）の試行拡大
〈発注者指定型〉　　〈施工者希望型〉
　16件　　　　　　　　117件（内71件、約6割がICTを活用）

・「ＩＣＴソフトウェアのデモストレーション講習会」「現場体験型見学会」等
を開催。
・各建設事務所にＩＣＴ推進員を配置し、職員の育成を図る。

コメントなし ・「ＩＣＴソフトウェアのデモストレーション講習会」「現場体
験型見学会」等を開催。
・土工以外の他工種（舗装工等）への試行拡大に取り組む。
・ＩＣＴの活用状況の把握する。
・施工者希望型のＩＣＴ活用範囲を、受注者が選択可能な制度と
する。
・発注者指定型・施工者希望型ともにＩＣＴを活用した場合、イ
ンセンティブ付与を行う。

・国土交通省の取組状況などを参考にして検討していく。

長野県

■発注者指定型を一定数実施
　57件（土工44件　舗装工10件　その他3件）
　上記の内、発注者指定型：20件

・建設部が発注する工事は施工者希望型とした。
・人員、工期の削減や安全性向上に効果がある場合、ICT技術の一部活用を認め
た。

・信州BIM/CIM推進協議会を設置。
・講演会を2回、実務講習会を6回実施。

・実施方針はR元の方針を継続する。
・総合評価落札方式での加点を行う。
・ICT舗装工（修繕工）等工種の追加と歩掛の改定を行う。

・BIM/CIM活用業務実施要領を策定。
・BIM/CIM活用モデル事業を実施予定。
・職員や業界への研修会を実施予定。
・実務研修や勉強会を行い、技術力の確保・向上を図る。
・職員向けの高機能パソコンと３DＣＡＤソフトウエアの調達。

静岡市

・「静岡市発注工事におけるICT活用工事の推進に関する試行方針」を作成。
・建設局発注の一定規模以上の工事を対象とし、発注者指定型・受注者希望型を
設定。
・ICT施工プロセスにおける部分的な導入も可とした。

なし ・試行方針に基づきICT活用工事を実施する予定。 なし

浜松市

■ICT活用工事実績　※()は施工中工事件数
〈発注者指定型〉　　〈受注者希望型〉　　〈受注者自主型〉
　0件(4件)　　　　　　3件(1件)　　　　　　6件

　計9件(5件)←土工：8件(5件)　舗装工：1件

■その他実績
〈電子小黒板〉　　〈情報共有システム(ＡＳＰ)〉
　96件　　　　　　　2件(営繕工事)

・三遠南信道路工事において橋脚立体モデルを作成。 ・施工プロセスを部分的に活用した場合でも成績評価するよう見
直す。
・情報共有システム（ＡＳＰ）の実証実験や体験会を行い、ハー
ド面での調査準備や技術職員に技術経験を付与していく。

・市職員に対して研修を開催。

名古屋市

・電子的な情報共有システム（ＡＳＰ）の試行を実施。 ・市街地における小規模な維持工事が多いことから、ＣＩＭの利活用
に至っていない。

・ＩＣＴ技術を活用できる箇所を検討し、電子的な情報共有シス
テム（ＡＳＰ）の実施効果を分析及び検討を進める。

・調査・設計段階を含め活用できる工事がないか、検討していく。

（独）水資源機構　中部支社

以下の工事について、ＩＣＴを活用した工事を実施。
・愛知用水総合管理所　佐布里池堤体耐震補強工事
・愛知用水総合管理所　三好池堤体耐震補強工事

・取り組みの実績なし。 ・ＩＣＴ活用工事の積極的な発注（取組）を促す。 ・取り組みの予定はなし。

中日本高速道路株式会社　名古屋支社

・ＩＣＴ活用工事の対象がないため実施していない。 ・高速道路への利用方法について検討中。 ・工事中事故防止対策に取り組むことを目的として積極的に採用
していく。
・総合評価方式の技術提案での品質管理等におけるICT技術等は積
極的に採用していく。
・共同研究として、ICT等の新技術・新工法などの情報や提案の募
集を行う。

・高速道路への利用方法について検討中。

名古屋高速道路公社

・レーザスキャナ技術を活用した計測車両による３次元点群データの取得を行っ
た。

・楠線において、既設橋梁を正確に測定した点群データを活用し、足
場の架設検討をするための導入効果検証を行った。

・レーザスキャナ技術を活用した計測車両による３次元点群デー
タの取得を行う。

・レーザスキャナにより取得する3次元点群データと同時に取得する
映像により、業務の効率化を図っていく。
・新たな高速道路の出入口や渡り線の追加、改良を予定。取得した
３次元点群データの有効的な活用方法を検討し、設計や架設計画を
進める。

令和元年度の取り組み状況 令和２年度の活動方針の紹介
団体名



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 岐阜県 

報 告 者 県土整備部 技術検査課  広瀬 隆男   

タイトル： 岐阜県におけるＩＣＴ・ＢＩＭ/ＣＩＭの推進 

１．令和元年度の取り組み状況 

 

１）ICT の活用について 

 ICT を活用したモデル工事の試行件数は以下の通りとなっている。 

                       ()カッコ書きはＩＣＴ活用件数 

 発注者指定型 施工者希望型 その他 合 計 

Ｈ２９  ４件（４件） １８件（12 件） ２件（２件）  ２４件（18 件） 

Ｈ３０  ９件（９件） ３６件（18 件） ５件（５件）  ５０件（32 件） 

Ｒ元※ 11 件（11 件） ４３件（15 件） ６件（６定）   ６０件（32 件） 

合 計 24 件（24 件） ９７件（45 件） 13 件（13 件） １３４件（82 件） 

※ 繰越・債務工事のうち、現時点で未実施（予定案件）工事も含む。 

これまでの試行の結果、 

・ 平均延べ作業日数（人・日）が、従来施工と比較して、約２６％削減 

といった効果があった。一方、課題としては 

・ ICT 建機や３次元データ処理ソフト等の経費が高いため、ある程度以上の

工事規模がないと採算が取れない。 

・ 建設業者における ICT に関する知識や意識の不足。 

といったことが分かった。 

 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

令和元年度は、設計から施工に渡っての試行を行った。具体的には、既存の２

次元設計を３次元化した成果や、既存設計に３次元データを追加するといったパ

ターンを設定し、各パターンの現場での利用可否を検証した。 

この結果、 

・ ２次元成果の３次元化は、データ不足により現場では使えない場合がある。 

・ ３次元データであっても、データ変換がうまくいかない場合もある。 

・ データの補足なしでは、現場で利用できない場合がある。 

といったことが判明した。 

 

 

 

資料－２－１ 



２．令和２年度の活動方針の紹介 

 

１）ICT の活用について 

昨年度までの試行の結果、建設業者の ICT 技術の選定や、ICT を活用した施工

計画の策定に関する知識や意識の不足が判明したところであり、建設業者自身も

「ICT に関する専門家の指導」を要望していることから、今年度は「ICT コーディ

ネーター派遣事業」を実施することで、具体的な現場での研修を通した、受発注

者の ICT 意識の底上げ（人材育成）に取り組む。 

 

【ICT コーディネーター派遣事業による人材育成計画】 

・ ICT コーディネーターを県内の施工現場に派遣（３０～４５現場を予定） 

・ 派遣現場において、現場に即した指導、助言を受ける。 

・ 指導現場は、近隣の受発注者に対して公開することで、他への波及効果

を得る。 

 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

昨年度実施した事例のうち、現場で活用できている事例は、引き続き検証作業

を行う。 

更に、３次元データとして用意した測量・設計を使って実際の現場に展開し、

検証する予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 静岡県 

報 告 者 交通基盤部長 長縄 知行 

タイトル： 静岡県におけるＩＣＴ活用の取組 

１．令和元年度の取り組み状況 

 

１）ICT の活用について 

・ ICT 活用工事を 122 件実施 

・ 普及啓発活動の登録制度「ＩＣＴマイレージプログラム」を開始 

・ 地下埋設物の管理効率化に向けて、埋設物工事の出来形管理において３

次元計測技術を活用する「静岡県３次元計測技術を用いた出来形管理要

領」を策定 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

・ ３次元データの活用によるインフラ整備・維持管理の高度化を推進する

「スマートガーデンカントリーモデル事業」を開始、基盤となるデータ

として、富士山南東部・伊豆東部エリアの「航空レーザ計測」、「航空レ

ーザ測深」、「移動計測車両」によりデータ取得を行い、オープンデータ

として公開 

・ 津波浸水想定の見える化、農業基盤整備の計画検討等の事業において、

３次元データを活用 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

 

１）ICT の活用について 

・ 遠隔臨場の試行要領を策定、受注者希望型にて発注予定 

・ 情報共有システムの活用対象案件を拡大 

・ 業務委託におけるウェブ会議の活用を推進 

・ ICT 活用工事を引き続き積極的に推進 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

・ ３次元データ活用について、伊豆西部エリアの基盤データ取得を予定 

・ 測量業務の現場作業削減、効率化に向けて取得済みの３次元データを活

用した業務の試行を拡大 

 

 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 愛知県 

発 表 者 建設局技監 豊田 正博 

タイトル： 愛知県における ICT 活用工事について 

 

１．昨年度までの取組み 

 

 本県では、平成 28 年度から、比較的大規模な土工と舗装工を対象として、発注者指

定型による ICT 活用工事に取り組んできた。 

 平成 30 年度からは、規模要件のない受注者希望型を新たに追加、令和元年度からは、

「発注者指定型」の規模要件引き下げと、河川浚渫などを対象工種に追加し、ICT 対象

工事の拡大を図ってきた。 

インセンティブとしては、平成 30 年度から 3D 起工測量から ICT 施工、3D 成果納品

に至るまで、ICT の実施項目に応じた工事成績の加点評価を取り入れたほか、希望型で

TS 出来形管理のみ実施する場合にも評価を行うことなど、業者が ICT に取り組みやす

いよう、柔軟に制度改良を進めてきた。 

また、昨年度は、協議会の下、現場支援型モデル事業を実施し、中小建設業者への普

及を図った。 

 

 

 

２．愛知県 i-Construction 推進協議会 

 

本県では、地域の実情を踏まえた i-Construction を推進するため、平成３０年度か

ら、設計や施工等に関わる関係業団体を交えて、「愛知県 i-Construction 推進協議会」

を設置した。 

協議会では、意見交換や取組拡充の検討を行うほか、ICT 見学会の実施による普及啓

発活動など、ICT 普及に向けた諸活動を行っていく。 

 

  

発注者指定型 受注者希望型 

計 
ICT 土工 ICT 舗装工 ICT 河川 

ICT 浚

渫 

（港湾） 

ICT 土工 ICT 舗装工 ICT 河川 

平成 28 年度 3 1 - - - - - 4 

平成 29 年度 2 0 - - - - - 2 

平成 30 年度 5 1 - 1 3 1 - 11 

令和元年度 11 2 2 0 3 2 1 21 

表-1 愛知県における ICT 活用工事の着手実績 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.今年度の取組み 

 

総合評価落札方式において、ICT 活用工事を実施した企業に「企業の技術力に関する

事項」で評価することとし、ICT 活用工事のさらなる普及を促す。 

 また、ICT の普及啓発として、建設技術研修に「ICT 活用工事実務講座」を新設し、

ICT 活用工事基礎全般について、県若手技術職員を対象に実施する。（中部地方整備局

に講師を依頼） 

 

 あわせて、以下のとおり、ICT 活用工事の制度見直しを実施する。 

① 取組対象の運用見直し 

ICT 建機施工を必須とせず、3D 起工測量など個々の活用でも、積算計上や成績評

定の対象とする。 

② 受注者希望型の条件明示方法等の見直し（ICT 土工） 

土工量 1,000m3 以上の発注工事については、条件明示（工事名・特記仕様書）を

行い、ICT 活用工事の実施の有無について協議を行う。 

③ 新規工種の追加 

作業土工、付帯構造物設置工、法面工、地盤改良工等、土工関係工種について請

負者の希望により、ICT 土工と組み合わせて実施対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県  建設企画課長（会長） 

県庁内関係各課主幹 

関係建設事務所企画調整監及び港務所建設課長 

 各業団体  (一社)建設コンサルタンツ協会中部支部 

   (一社)愛知県測量設計業協会 

(一社)愛知県土木研究会 

愛知県港湾空港建設協会 

(一社)愛知県建設業協会 

愛知県舗装技術研究会 

 オブザーバー 

(会長が必要と認

めたもの) 

 中部地方整備局企画部 

名古屋市緑政土木局技術指導課 

 

 

    
※R2.4 末時

点 

  

発注者指定型 

ICT 土工 ICT 舗装工 ICT 河川 
ICT 浚渫 

（港湾） 

今年度発注見込 ８ ０ ２ ０ 

表-3 今年度の ICT 活用工事(発注者指定型)発注見込み 

表-2 愛知県 i-Construction 推進協議会 構成員 (R1 年度) 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 三重県 

報 告 者 県土整備部副部長 佐竹 元宏 

タイトル：ＩＣＴ活用工事の普及促進について 

１．令和元年度の取り組み状況 

(１)ＩＣＴの活用について 

１）ＩＣＴの普及促進への取組  

受発注者への説明会や「ＩＣＴソフトウェアのデモストレーショ

ン講習会」「現場体験型見学会（ＩＣＴ建機の実機体験、ＩＣＴ機

器の計測の実演）」等を開催しました。 

また、「ＩＣＴ活用工事の手引き」にＩＣＴの具体的な活用方法

を記載するとともに、施工計画書の記載例や現場での課題に対応し

たＦＡＱ、県内工事のＩＣＴ活用事例の紹介等を取りまとめた「三

重県ＩＣＴ活用工事ガイドブック（案）」を作成し、周知を図りま

した。 

２）ＩＣＴ活用工事（土工）の試行拡大 

令和元年度は、施工者希望型、発注者指定型それぞれの試行工事を

拡大（施工者希望型：H30 2,500m3⇒R1 1,000ｍ3以上原則指定、発注

者指定型：H30 10,000m3⇒R1 5,000ｍ3以上で実施の可否を検討し指

定）し、発注者指定型で１６件、施工者希望型は１１７件を対象工

事として発注し、施工者希望型においては１１７件の内７１件、約

６割がＩＣＴを活用しました。 

３）ＩＣＴ推進員の配置 

監督員が効率的、効果的にＩＣＴ活用工事の知識やノウハウの習

得を図るため、各建設事務所にＩＣＴ推進員を配置し、ＩＣＴ活用

工事に関する情報の周知や、課題と問題点、対応策等の共有を行

い、現場でのＩＣＴ推進の核となる職員の育成を図りました。 

 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

(１)ＩＣＴの活用について 

１）ＩＣＴの普及促進への取組 

より一層の普及促進を図るため、令和元年度と同様に、受発注者

への説明会や、「ＩＣＴソフトウェアのデモストレーション講習

会」「現場体験型見学会（ＩＣＴ建機の実機体験、ＩＣＴ機器の計

測の実演）」等を開催します。 



また、課題に対応したＦＡＱ、県内工事のＩＣＴ活用事例の紹介

等を取りまとめた「三重県ＩＣＴ活用工事ガイドブック（案）」を

更新し、周知を図っていきます。 

２）ＩＣＴ活用工事の試行拡大 

県内のＩＣＴの普及状況や国及び他県の状況を鑑み、土工以外の

他工種（舗装工等）への試行拡大に取組みます。 

  ３）ＩＣＴ活用工事のアンケート調査結果分析 

  受注者へのアンケート調査結果を分析し、省力化や作業日数削減

などの生産性向上につながることを検証するとともに、ＩＣＴの活

用状況を把握します。 

４）その他 

三重県では、施工者希望型のＩＣＴ活用範囲は、施工プロセスから

受注者が選択可能な制度とし、発注者指定型・施工者希望型ともに、

ＩＣＴを活用した場合は、インセンティブ付与（工事成績点加点）を

行い、普及を進めることとしています。 

 

(２）ＢＩＭ/ＣＩＭの利活用について 

国土交通省の取組状況などを参考にしながら、導入向け検討してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 長野県 

報 告 者 建設部建設政策課技術管理室 

タイトル： ＩＣＴ活用工事と BIM/CIM への取組 

１．令和元年度の取り組み状況 

１）ICT の活用について 

 （R 元実施方針） 

・建設部が発注する工事は原則すべて※を施工者希望型とした 

  ※災害復旧工事を除く 

・人員・工期の削減や安全性向上に効果がある場合、ICT 技術の一部 

活用を認めた（実績として認めた） 

   ・発注者指定型を一定数実施 

  （実施状況） 

   ・H30 ：17 件（土工 16 件 舗装工 3件） 

   ・R 元 ：57 件（土工 44 件 舗装工 10 件 その他 3件） 

        上記の内、発注者指定型：20 件 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

   ・３Dモデルに関する技術の確保や若手技術者育成のため関係機関に 

より「信州 BIM/CIM 推進協議会」を設置（R元.10.31） 

   ・講演会を 2回、実務講習会を 6回実施 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

１）ICT の活用について 

   ・実施方針は R元の方針を継続する 

   ・総合評価落札方式での加点を行う（R2.9 予定） 

   ・国に準拠し、ICT 舗装工（修繕工）等工種の追加と歩掛の改定を行う 

    （R2.10） 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

   ・BIM/CIM 活用業務実施要領（長野県建設部）を策定（R2.4.1 適用） 

   ・BIM/CIM 活用モデル事業を実施予定（2件程度） 

   ・職員や業界への研修会を実施予定 

   ・「信州 BIM/CIM 推進協議会」において、実務研修や勉強会を行い、技

術力の確保・向上を図る。 

   ・職員向けの高機能パソコンと３DＣＡＤソフトウエアの調達 

 

 

 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 静岡市 

報 告 者 建設局次長 池谷 誠 

タイトル：静岡市発注工事における ICT 活用工事の推進に関する試行方針 

１．令和元年度の取り組み状況 

 

１）ICT の活用について 

「静岡市発注工事における ICT 活用工事の推進に関する試行方針」を作成

しました。建設局（主に道路・河川工事）発注の一定規模以上（土工数量：

1,000m3 以上、舗装面積：2,000m2 以上）の工事を対象とし、発注者指定型・

受注者希望型を設定しました。 

 また、市内企業の積極的な実施を促すため、ICT 施工プロセスにおける部分

的な導入も可とする内容としました。  

・ICT 活⽤⼯事   ：以下の全ての施⼯プロセスにおいて ICT を活⽤する⼯事 
・部分的 ICT 活⽤⼯事：以下の⼀部の段階で ICT を活⽤する⼯事 

施工プロセス 
ICT 

活用 

部分的 ICT 活用 

Ⅰ型 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 Ⅴ型 

(1)３次元起工測量 ○ ○   ○  

(2)３次元設計データ作成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

(3)ICT 建設機械による施工 ○ ○ ○ ○   

(4)３次元出来形管理等の施工管理 ○  ○  ○ ○ 

(5)３次元データの納品 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

 なし 

 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

 

１）ICT の活用について 

 試行方針に基づき ICT 活用工事を実施する予定 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

 なし 

 

 

 

 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 浜松市 

報 告 者 髙須 博幸 

タイトル： ICT、BIM/CIM 実施報告 

２．令和元年度の取り組み状況 

１）ICT の活用について 

①ICT 活用工事実績 

    浜松市では平成 29 年度に ICT 活用工事の試行要領を定め、活用工事 

の導入を図った。 

・方式及び対象 

・発注者指定型（土工 5,000ｍ3 以上）※平成３１年度より 

・受注者希望型（土工 1,000ｍ3 以上、舗装工 2,000ｍ2 以上） 

・受注者自主施工方式 

  ・実績（完成工事件数） ※但し、（ ）は施工中工事件数 

 発注者 

指定型 

受注者 

希望型 

受注者 

自主施工 

計 備考 

H29 ― 2 件 2 件 4 件 土工 2､舗装 1､浚渫工 1 

H30 ― 3 件 5 件 8 件 土工 8 

R1 0 件(4 件) 3 件(1 件) 6 件 9 件(5 件) 土工 8(5)､舗装 1 

講習会を市内建設業者や職員に向けて開催した。           

 ②その他実績 

電子小黒板：96 件、情報共有システム（ASP）：2件（営繕工事） 

２）BIM/CIM の利活用について 

三遠南信道路工事において 3D モデル（可視化）や 3D プリンタを使用し、

橋脚立体モデルを作成した。 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

１）ICT の活用について 

 ①ICT 活用工事 

  ICT 活用工事を広めるため、ICT 技術経験付与を目的として、中小の建設 

会社が積極的に取組み出来るように施工プロセスを部分的に活用した場合

でも成績評価することに見直す。 

 ②その他 

  情報共有ｼｽﾃﾑ（ASP）の実証実験や体験会を行い、課題を抽出しハード面 

での調査準備や技術職員に技術経験を付与していく。 

２）BIM/CIM の利活用について 

  市職員に対して研修を開催し、基礎知識の習得を促していく。 

 

 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 名古屋市 

報 告 者 緑政土木局 参事（技術） 沖 美宏 

タイトル： i-Construction の推進について 

 

１．令和元年度の取り組み状況 

 

１）ICT の活用について 

ＩＣＴ技術の活用については、現場条件を精査し、活用可能な箇所や技術

を検討するとともに、電子的な情報共有システム（ＡＳＰ）の試行を行いま

した。 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

  本市の工事は、市街地における小規模な維持工事が多いことから、ＣＩＭ

の利活用に至っておりません。 

 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

 

１）ICT の活用について 

引き続き現場条件を精査し、ＩＣＴ技術を活用できる箇所を検討すると

ともに、昨年度試行した電子的な情報共有システム（ＡＳＰ）の実施効果を

分析しながら検討を進めていきます。 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

  調査・設計段階を含め活用できる工事がないか、検討してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 独立行政法人水資源機構 

報 告 者 中部支社 水管理・防災課 佐々木 

タイトル：  

 

１．令和元年度の取り組み状況 

 

１）ICT の活用について 

中部支社管内では以下の工事について、ＩＣＴを活用した工事を実施

しました。 

・愛知用水総合管理所 佐布里池堤体耐震補強工事 

・愛知用水総合管理所 三好池堤体耐震補強工事 

 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

取り組みの実績はありません。 

 

 

 

 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

 

１）ICT の活用について 

引き続き、ＩＣＴ活用工事の積極的な発注（取組）を促します。 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

取り組みの予定はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 中日本高速道路株式会社 名古屋支社 

報 告 者  

タイトル： ICT 活用工事の取り組み状況報告 

１．令和元年度の取り組み状況 

 

１）ICT の活用について 

ＮＥＸＣＯ中日本 名古屋支社では、ＩＣＴ活用工事の対象がない 

ため実施していません。 

    ＮＥＸＣＯ中日本では、すべての工事において、ICT（情報通信技術）

や IoT（ﾓﾉのｲﾝﾀｰﾈｯﾄ）、AI（人工知能）等のｾﾝｼﾝｸﾞ技術・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術

を活用した工事中事故防止対策に取り組むことを目的として、受注者

からの提案に基づき現場での採用を特記仕様書に記載し、費用の負担

も明記し、積極的に採用しております。 

    また、総合評価方式の技術提案での品質管理等における ICT 技術等

は積極的に採用しております。 

    なお、共同研究として、ICT 等の新技術・新工法などの情報や提案の

募集も行っております。 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

高速道路への利用方法について、検討中。 

 

 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

 

１）ICT の活用について 

上記取組みの継続実施。 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

上記取組みの継続実施。 

 

※それぞれについて、（案）、（予定）でも結構ですので記載願います。 

取り組みがない場合もその旨記載願います。 

 

 

 

 



各機関からの取り組み状況・活動方針等の紹介 

 

機 関 名 名古屋高速道路公社 

報 告 者 副理事長 畠中秀人 

タイトル： ＩＣＴ活用の取り組み 

１．令和元年度の取り組み状況 

 

１）ICT の活用について 

   昨年度 ICT 活用の基礎となるレーザスキャナ技術を活用した計測車両

による３次元点群データの取得を前年に引き続き行った。 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

令和元年度においては、１号楠線において点群データを活用した測定

を実施したが、楠線は数年後に大規模修繕工事を計画しており、当該箇

所は道路幅員が比較的狭い国道上であり、さらにダブルデッキ構造とな

っているため、足場・防護工の架設が特殊となり、事前検討が必要と考

えている。 

よって、既設橋梁を正確に測定した点群データを活用し、足場の架設 

検討をするための導入効果検証を行った。 

 

２．令和２年度の活動方針の紹介 

 

１）ICT の活用について 

   引き続き、レーザスキャナ技術を活用した計測車両による３次元点群

データの取得を行う。 

 

 ２）BIM/CIM の利活用について 

レーザスキャナにより取得する3次元点群データと同時に取得する映 

像により、現場状況を三次元的な情報として把握し、システム上で測量 

計測作業を行うことができるため、従来の平面測量では得られない立体 

的な情報を設計検討や足場架設検討等に役立てることで業務の効率化を 

図っていく。 
また、2027 年のリニア中央新幹線開業に合わせ「名古屋駅周辺交通基

盤整備方針（名古屋市）」に基づき新たな高速道路の出入口や渡り線の追

加、改良を予定している。都心アクセス関連事業を事業着手する上で、短

期間での設計・施工となる発注段階から、取得した３次元点群データの有

効的な活用方法を検討することとし、都市部の限られた空間における複

雑な構造について、設計や架設計画を進めることとしている。 



各業界団体からの取り組み状況・活動⽅針等

ICTの活用について BIM/CIMの利活用について ICTの活用について BIM/CIMの利活用について

（一社）日本建設業連合会 中部支部
コメントなし コメントなし コメントなし コメントなし

（一社）岐阜県建設業協会
コメントなし コメントなし コメントなし コメントなし

（一社）静岡県建設業協会

・「ふじのくにi-Construction推進支援協議会当協議会」に参画。
・技能、技術の向上事業としてＩＴ講習会を開催。
・出前講座にドローンの操作実演と工事への活用方法の説明を行う講師を派
遣。

・「i-Constructionの概要」及び「CIMの活用」
の講習会を開催。

・「ふじのくにi-Construction推進支援協議会当協議会」に
参画予定。
・技能、技術の向上事業としてＩＴ講習会を開催予定。
・出前講座にドローンの操作実演と工事への活用方法の説明
を行う講師を派遣予定。

・「i-Constructionの概要」及び「CIMの活
用」の講習会を開催予定。

（一社）愛知県建設業協会
コメントなし ・i-Construction体験及び特別セミナーについ

て年間を通じて４回開催。
コメントなし ・研修会等を複数回開催予定。

（一社）三重県建設業協会
コメントなし コメントなし コメントなし コメントなし

（一社）日本建設機械施工協会　中部支部

・中部地方整備局と共同で学生のためのICT講座を実施。
・各組織等からの依頼によるICT講師の派遣。
・企業等を対象とした「i-Construction出前講習会」の実施。
・i-Construction関連企業と共催での講習会の開催。
・i-Construction関連企業が開催する講習会等の会員への周知。
・ICT建機の見学会の実施。

コメントなし ・ICTを活用した建設技術の普及に務める。 コメントなし。

（一社）日本道路建設業協会　中部支部

・『i-Construction事業の推進』を事業の3本柱の1つとして推進し、様々な活
動を実施。

・協会としての活動予定は現在のところ特にな
し。

・ｉ－ｃｏｎ技術講習会。
・ｉ－ｃｏｎ（ＩＴＣ施工）体験セミナー。
・建設技術フェア―　学生ひろばにおけるＰＲ。
・ＩＴＣ舗装現場見学会の実施。
・講習会開催。

・特になし

（一社）日本橋梁建設協会　中部事務所

・設計、工場製作、現場架設での最新ICTの適用検証を実施。
・i-Belt、i-Houseの要素試験として現場検証試験を実施し、高度感知システム
について実用化。
・地震迅速対応を可能とする橋梁データベースB-MapのフェーズIのシステムを
設計。

・設計－工場製作間のデータ連携のための仕様
構築について、3次元モデルを作成。
・鋼橋の3DAモデルのあり方について検討。

・設計、工場製作、現場架設での最新ICTの適用検証を実施。
・i-Belt、i-Houseの要素技術として実用化した高度感知シス
テムについて、普及促進を図る。
・地震迅速対応を可能とする橋梁データベースB-Mapのフェー
ズIのシステムの開発を行う。

・設計－工場製作間のデータ連携のための仕
様構築について、箱桁の連携データ仕様を構
築する。
・鋼橋の3DAモデルの具体的仕様について検
討する。

（一社）プレストレスト・コンクリート建設業協会　中部支部　
・特になし ・特になし ・検討中 ・検討中

（一社）建設コンサルタンツ協会　中部支部

コメントなし 技術開発を支援する講習会等を開催するなど、
裾野の拡大、会員相互の技術研鑽に取り組ん
た。

コメントなし ・技術開発を支援する講習会等を開催するな
ど、裾野の拡大、会員相互の技術研鑽に取り
組む。

（一社）全国測量設計業協会連合会　中部地区協議会

・「ふじのくにi-Constrction推進協議会」に参加して、資料を会員に提供。
・当協会の主催の技術講習会に、UAVセミナーのビデオ研修を取り入れた。

・無し ・「ふじのくにi-Constrction推進協議会」に参加する。
・ICT活用する工事や測量等の講義や新技術等の講習会を開催
を予定。
・当協会の主催の技術講習会に、UAVセミナーのビデオ研修を
取り入れることを検討する。

・無し

（一社）日本埋立浚渫協会　中部支部

・浚渫工の本格運用への着実な展開とともに、基礎工、ブロック据付工への導
入展開。
・基礎工、ブロック据付工においてマシンガイダンス、水中ソナーなどのICTの
標準化。

・データベースとしてCIMを構築し、帳票管理シ
ステムに代わる施工管理ツールとして検討を進
め、維持管理データを登録、活用していくこと
について検討。

・基礎工、ブロック据付工のモデル工事の本格実施。
・ケーソン据付工の省力化施工・半自動化施工への試験的導
入。

・CIMに施工データを取り込んだ施工管理の
実施と施工段階でのCIMの有用性の確認およ
び効果の検証。

（一社）日本建設機械レンタル協会

・i-Constructionについての普及促進、人材育成についての取り組み。
・i-Construction施工機器の普及促進策の検討。
・i-Constructionに関する行政との連携・協力等。
・ICT導入協議会からの意見照会への協力等。

コメントなし ・ICT取組の拡大に対して、ICT施工機器の供給拡大に向けた
普及促進策及び誘因の検討並びに建議を行う。

コメントなし

令和元年度の取り組み状況 令和２年度の活動方針の紹介
団体名



（一社）静岡県建設業協会

１． 令和元年度の取り組み状況

１）ICTの活用について
　・ＩＣＴや新技術の現場導入を推進し、もって建設現場における生産性向上を図る
ことを目的とする「ふじのくにi-Construction推進支援協議会当協議会」に参画し
た。
　・建設業の情報化対策の一環として、会員企業の役員及び社員を対象に、技
能、技術の向上事業としてＩＴ講習会を開催した。
　・静岡県が、建設産業担い手確保の取組の一環として実施している土木の仕事
を伝える学習講座”けんせつの仕事”出前講座において、ドローンの操作実演と工
事への活用方法の説明を行う講師を派遣した。

２）BIM/CIMの利活用について
　・『「i-Constructionの概要」及び「CIMの活用」』の講習会を開催した。

２．令和２年度の活動方針の紹介

１）ICTの活用について
　・令和元年度と同様の取組を行う。

２）BIM/CIMの利活用について
　・令和元年度と同様の取組を行う。

（一社）愛知県建設業協会

１． 令和元年度の取り組み状況

１）ICTの活用について
　
２）BIM/CIMの利活用について
　・上記に係る研修会等（i-Construction体験及び特別セミナー）について年間を通
じて４回開催（別添「普及促進報告書」のとおり）
　

２．令和２年度の活動方針の紹介

１）ICTの活用について

２）BIM/CIMの利活用について
　・令和元年度と同様に研修会等を複数回開催予定。

(一社)日本建設機械施工協会
中部支部

１． 令和元年度の取り組み状況

１）ICTの活用について
① 中部地方整備局と共同で学生のためのICT講座を実施
② 各組織等からの依頼によるICT講師の派遣
③ 企業等を対象とした「i-Construction出前講習会」の実施
④ i-Construction関連企業と共催での講習会の開催
⑤ i-Construction関連企業が開催する講習会等の会員への周知
⑥ ICT建機の見学会の実施

２）BIM/CIMの利活用について

２．令和２年度の活動方針の紹介

１）ICTの活用について
　前年度と同様の活動を行い、ICTを活用した建設技術の普及に務める。

２）BIM/CIMの利活用について

各業界団体からの取り組み状況・活動方針等の紹介
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各業界団体からの取り組み状況・活動方針等の紹介

（一社）日本道路建設業協会
　中部支部

１． 令和元年度の取り組み状況

１）ICTの活用について
　・日本道路建設業協会として『i-Construction事業の推進』
（i-Pavement)を事業の3本柱の1つとして推進し、様々な
活動を実施している。

２）BIM/CIMの利活用について
　・協会としての活動予定は現在のところ特になし。

２．令和２年度の活動方針の紹介

１）ICTの活用について
　・ｉ－ｃｏｎ技術講習会　　　　　5月実施予定を延期
　　主　催　整備局、道建協共催
　　場　所　中部技術
　　参　加　30名(定員25名)
　　募　集　整備局ＨＰ及び建設専門誌で開催案内を告知
　・ｉ－ＣＯＮ（ＩＴＣ施工）体験セミナー
　・建設技術フェア―　学生ひろばにおけるＰＲ
　・ＩＴＣ舗装現場見学会の実施
　・講習会開催

２）BIM/CIMの利活用について
　特になし

(一社)日本橋梁建設協会

１． 令和元年度の取り組み状況

１）ICTの活用について
・設計、工場製作、現場架設の各業務段階での最新ICTの適用検証を実施し
た。
・i-Belt、i-Houseの要素試験として現場検証試験を実施し、高度感知シス
テムについて実用化した。
・地震迅速対応を可能とする橋梁データベースB-MapのフェーズI（橋梁位置
情報）のシステムを設計した。

２）BIM/CIMの利活用について
・設計－工場製作間のデータ連携のための仕様構築について、一昨年度まで
に作成した少数鈑桁、従来鈑桁の仕様書のXML化と連携データから3次元モデ
ルを作成した。
・鋼橋の3DAモデルのあり方について検討した。
 
２．令和２年度の活動方針の紹介
１）ICTの活用について
・引き続き、設計、工場製作、現場架設の各業務段階での最新ICTの適用検
証を実施する。
・i-Belt、i-Houseの要素技術として実用化した高度感知システムについ
て、普及促進を図る。
・地震迅速対応を可能とする橋梁データベースB-MapのフェーズI（橋梁位置
情報）のシステムの開発を行う。

２）BIM/CIMの利活用について
・設計－工場製作間のデータ連携のための仕様構築について、昨年度作成完
了した鈑桁に引続き、箱桁の連携データ仕様を構築する。
・鋼橋の3DAモデルの具体的仕様について検討する。

（一社）建設コンサルタンツ協会
 中部支部

１． 令和元年度の取り組み状況
BIM/CIMを中心とした技術開発を支援する講習会等を開催するなど、
裾野の拡大、会員相互の技術研鑽に取り組んた。

２．令和２年度の活動方針の紹介
BIM/CIMを中心とした技術開発を支援する講習会等を開催するなど、
裾野の拡大、会員相互の技術研鑽に取り組む。



各業界団体からの取り組み状況・活動方針等の紹介

（一社）全国測量設計業協会連合会
中部地区協議会

１． 令和元年度の取り組み状況

１）ICTの活用について
〇静岡県が主催する「ふじのくにi-Constrction推進協議会」に積極的に参加して、
資料を会員に提供した。
〇当協会の主催の技術講習会に（公社）日本測量協会中部支部の協力を得て、
実務者のためのUAVセミナーのビデオ研修を取り入れた。

２）BIM/CIMの利活用について
　無し

２．令和２年度の活動方針の紹介

１） ICTの活用について

〇静岡県が主催する「ふじのくにi-Constrction推進協議会」に積極的に参加する。

〇（一社）静岡県建設業協会、（一社）静岡県建設産業団体連合会と共催してICT
活用する工事や測量等の講義や新技術等の講習会を新型コロナウイルス感染症
が収まり次第、開催を予定（年末から１月の間で）

〇当協会の主催の技術講習会に（公社）日本測量協会中部支部の協力を得て、
実務者のためのUAVセミナーのビデオ研修を取り入れることを検討する。

２）BIM/CIMの利活用について
　無し

（一社）日本埋立浚渫協会
中部支部

１． 令和元年度の取り組み状況

１）ICTの活用について
・浚渫工の本格運用への着実な展開とともに、基礎工、ブロック据付工への導入展
開
・基礎工、ブロック据付工においてマシンガイダンス、水中ソナーなどのICT の標準
化

２）BIM/CIMの利活用について
・品質、出来形等の施工管理データを登録するデータベースとしてCIMを構築し、
現在の帳票管理システムに代わる施工管理ツールとして検討を進めた。将来的に
は維持管理データを登録、活用していくことについて検討した。

２．令和２年度の活動方針の紹介

１）ICTの活用について
・基礎工、ブロック据付工のモデル工事の本格実施
・ケーソン据付工の省力化施工・半自動化施工への試験的導入

２）BIM/CIMの利活用について
・CIMに施工データを取り込んだ施工管理の実施と施工段階でのCIMの有用性の
確認および効果の検証



各業界団体からの取り組み状況・活動方針等の紹介

(一社)日本建設機械レンタル協会

１． 令和元年度の取り組み状況

１）ICTの活用について
・i-Construction（全ての建設生産プロセスでICT等の新技術を活用）についての普
及促進、人材育成についての取り組み
 ・i-Construction施工機器の普及促進策の検討
「i-Construction」に関する行政との連携・協力等
・ICT導入協議会からの意見照会への協力等

２）BIM/CIMの利活用について

２．令和２年度の活動方針の紹介

１）ICTの活用について
・ICT取組の拡大に対して、その施工段階での普及促進を引き続き積極的に図ると
ともに、ICTに対応するための人材育成への取り組み、ICT施工機器の供給拡大に
向けた普及促進策及び誘因の検討並びに建議を行う。

２）BIM/CIMの利活用について



各業界団体における令和元年度の取り組み報告（主催したもの）

研修会・
勉強会等

現場見学会 その他

研修会・
勉強会等

ＩＴ講習会
会員企業の役員・社員
会員企業等

24

研修会・
勉強会等

『「i-Constructionの概要」及び
「CIMの活用」の講習会』

会員企業の社員 21

研修会・
勉強会等

i-Construction体験セミナー　(3回)
（CPDS5ﾕﾆｯﾄ)コマツIoTセンタ中部

現場代理人相当 47

研修会・
勉強会等

i-Construction特別セミナー
(CPDS5ﾕﾆｯﾄ)

現場代理人相当 37

(一社)三重県建設業
協会

1
研修会・
勉強会等

建設技術研修「ＩＣＴ施工」 発注者・建設業者 38

研修会・
勉強会等

高校及び大学出前授業(9回) 高校生及び大学生 617

研修会・
勉強会等

ICT出前講習会(2回) 施工業者等 70

研修会・
勉強会等

県単位でのICT講習会(4回) 施工業者等 226

現場見学会 ICT建機トレーニングセンタの見学 施工業者等 25

その他 ICT講師派遣
中部地整職員、岐阜県
の中学校及び高校生

－

研修会・
勉強会等

ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　技術講習会(2回) 一般・会員企業 66

現場見学会 ICT舗装現場見学会 (2回) 会員企業 62

研修会・
勉強会等

3D Annotated Model と土木分野の適用 i-Bridge推進WG 18

研修会・
勉強会等

ICT検討状況について勉強会(7回) i-Bridge推進WG 12

研修会・
勉強会等

RC床版仕上がり高さ管理システムの説明会 床版SWG 8

現場見学会 i-Belt　高さ検知システム実証試験 i-bridge　WGメンバー 6

その他 i-Bridge適用事例集の発刊 当協会会員会社 －

研修会・
勉強会等

ＣＩＭハンズオン講習会 (2回) 建コン協 支部会員 34

研修会・
勉強会等

3次元CAD体験講習会 建コン協 支部会員 20

開催事項名 受講対象者 参加人数

(一社)静岡県建設業
協会

2

発注機関名

開催事項

(一社)日本道路建設
業協会
中部支部

2 2

(一社)日本橋梁建設
協会
中部事務所

9 1 1

15 1 7

(一社)愛知県建設業
協会

4

(一社)日本建設機械
施工協会
中部支部



各業界団体における令和元年度の取り組み報告（主催したもの）

研修会・
勉強会等

現場見学会 その他

開催事項名 受講対象者 参加人数発注機関名

開催事項

研修会・
勉強会等

道路設計者のためのBIM/CIMセミナー 建コン協 支部会員 59

研修会・
勉強会等

ＩＣＴセミナー 建コン協 支部会員 39

研修会・
勉強会等

GIS講習会（4回） 建コン協 支部会員 46

研修会・
勉強会等

技術講習会(UAVセミナー) 協会員 107

その他
静岡県ふじのくにi-Construction推進協議会
に参加

協会員 3

(一社)日本埋立浚渫
協会
中部支部

研修会・
勉強会等

全国一斉ICTLiveセミナー 全国地元土木 50

研修会・
勉強会等

普段使いのICT体験セミナー 全国地元土木 24

研修会・
勉強会等

建設ICT活用実習 全国地元土木 57

研修会・
勉強会等

ICT施工の技術者養成講座(2回) 全国地元土木 20

現場見学会 ICT砂防体験講習会 － 23

現場見学会 ICT見学会 東浦町役場 30

現場見学会 ICT勉強会 豊田市職員 38

その他 ICTソリューションフェアー － 270

その他 ICT技術講演 岐阜県在籍学生 多数

その他
建設業の魅力
ヤリガイヲ伝える事業

東海工業専門学校
愛知工業大学工学部

189

研修会・
勉強会等

建設会社向けＩＣＴ建機試乗会(2回) 現場代理人 20

研修会・
勉強会等

建設業協会向けアイコン勉強会 地場土木会社経営者 30

研修会・
勉強会等

地場土木会社経営者(5回) 受講希望者 70

(一社)建設コンサル
タント協会
中部支部

9

(一社)全国測量設計
業協会連合会
中部地区協議会

1 1

(一社)日本建設機械
レンタル協会
中部支部

5 3 3



各業界団体における令和元年度の取り組み報告（主催したもの）

研修会・
勉強会等

現場見学会 その他

開催事項名 受講対象者 参加人数発注機関名

開催事項

研修会・
勉強会等

令和元年度農林環境専門職大学（仮）校舎新
築工事

元請業者、県職員、施
工業者、測量会社・当
社所員

12

研修会・
勉強会等

ICTセミナー(2回) 一般土木ユーザー 20

現場見学会 施工会社向け現場見学会 受注者社員・元請社員 35

その他 ふじのくに新技術交流イベント2019（4社出展）
静岡県内建設会社/役
所/その他

－

その他 しずおか建設まつり2019（2社出展） 一般参加者 －

その他 i-con測量土木システム展（1社出展） 一般参加者 －

(一社)日本建設機械
レンタル協会
静岡支部

11 1 3



【資料－３】 
令和２年６月３０日  

i-Construction 中部ブロック推進本部 
 

令和２年度 i-Construction 中部ブロック推進本部における実施方針 

 
ICT 施工及び BIM/CIM をはじめとした３次元データの利活用を促進し、建設生産シス

テム全体の生産性向上のため、関係機関が一丸となって、以下の取り組みを実施する。 
 

１）ＩＣＴの全面的な活用を推進 
   ○これまでのＩＣＴ施工で培ったノウハウを活用し、すべてのＩＣＴ工種について

積極的な導入を図り、ＩＣＴ－Ｆｕｌｌ活用工事への展開を図る。 
   ○測量・設計業務段階から積極的に BIM/CIM を取り入れ維持管理段階までの３次

元データの利活用を推進する。 
○インフラ分野の DX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）推進に向けた人材育成センター、

DX ルームを設置し、BIM/CIM 活用への転換の実現を目指した環境整備を行う。 
○ＩＣＴアドバイザーや中部 i-Construction 研究会を活用し、ＩＣＴ施工未経験企

業が参入しやすい環境整備のため、研修・講習会などの充実を図る。 
 

２）地方自治体への普及に向けた支援体制の構築 
   ○ＩＣＴ活用工事を地方自治体工事へ普及、展開するための小規模工事におけるＩ

ＣＴ施工活用事例を共有し、発注者向けのＩＣＴ施工研修を積極的に開催する。

発注者協議会等を活用して、市町村への普及に向けた支援体制を構築する。 
   ○地方自治体において、ＩＣＴ活用工事が実施出来る体制を構築するため、行政ア

ドバイザーの育成を推進する。 
 
 ３）受発注者相互が講習会に参加できる体制づくり 
   ○ＩＣＴ施工未経験者から高い技術を習得している技術者等のあらゆるレベルに応

じた各県や地域ブロック毎の講習会の実施について、関係機関が相互に協力しな

がら実施する。 
  

４）効果的な広報戦略 
○i-Construction の取り組みは働き方改革につながり、建設現場を魅力的なものに

変えるものであり、業界のイメージを変える好機として捉え、受発注者で協働し

て広報を推進する。 
○好事例等の情報を i-Construction 中部サポートセンターに集約し、ホームページ

等を通じて情報発信する。 
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